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第１章 本調査報告書の目的とまとめ 
 
１ 本調査報告書の目的等 

1.1 報告書の目的 
 本報告書の目的は、大きく分けて以下の２点である。UV 曲線を用いた構造的・摩擦的失
業率の導出には、いくつかの問題点が寄せられている。そのため、UV曲線を用いた構造的・
摩擦的失業率に関する問題点を整理し、改善点がある場合には、改善点に基づき構造的・摩

擦的失業率の推計精度を高めることが目的の一つである。また、日本では UV曲線による構
造的・摩擦的失業率の導出が一般的であるが、欧米の文献に眼をやると、NAIRU（インフレ
非加速的失業率）を構造的・摩擦的失業率の指標とすることが一般的である。本報告書では、

NAIRU等の推計を行うことにより、UV分析の代替手段となる分析手法について検討するこ
とを２つ目の目的としている。なお、今回のとりまとめは、「構造的・摩擦的失業の増加に関

する研究会」の中間報告に当たる成果であり、必ずしも包括的に調査のとりまとめを行って

いるわけではない。より包括的なとりまとめに関しては、平成 16年度末を予定している。 
以下では、構造的・摩擦的失業率とは何か。また UV曲線を用いてどの様に構造的・摩擦

的失業率を導出するのか、UV 曲線による構造的・摩擦的失業率の問題点及び NAIRU とは
何かについて簡単に触れる。 
1.2 構造的・摩擦的失業率とは何か 
 厚生労働省労働政策担当参事官室の推計によれば、2003年第Ⅳ四半期の完全失業率 5.07％
のうち構造的・摩擦的失業率は 4.13％となっており、約 8割以上が構造的・摩擦的失業で占
められる結果となっている。 
経済全体の失業は便宜的に摩擦的失業、構造的失業、循環的失業（需要不足失業）に分け

られる場合が多い。例えば、ゴードン（1989）によれば、摩擦的失業と構造的失業は以下の
ように説明されている。「摩擦的失業は、自発的に仕事を辞めたり、初めて労働力人口に参入

したりする人々の職探しの通常の過程において、発生する。・・・構造期失業は、・・・欠員

が生じた仕事が求める技能や所在地と、失業者の現在の技能や所在地との間に不一致がある

時、発生する。・・・構造的失業は熟練度、所在地、またはその双方の不一致を伴うので、し

ばしば、不一致による（mismatch）失業と呼ばれる。」（p349～p350）。また、スティグリ
ッツ（2001）によれば、「景気後退期には増加し、好況期には減少する失業は、循環的失業
（cyclical unemployment）と呼ばれる（略）」（p84）とある。１現実問題として発生原因に

基づく失業率を導出する際には、摩擦的失業と構造的失業を分解することは難しいことから、

摩擦的失業と構造的失業を併せて構造的・摩擦的失業とし、技術・技能、地域などのミスマ

ッチや職探しの段階で生ずる摩擦的な失業の指標としている。 
1.3 UV曲線による構造的・摩擦的失業率の導出  
厚生労働省等が構造的・摩擦的失業率を算出する際に用いている手法は、UV 曲線を用い
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た手法である。UV 曲線とは雇用失業率と欠員率の関係を示す軌跡であるが、一般には欠員
率が低下すれば失業率が上昇すると考えられるし、またその逆の関係もあてはまると考えら

れることから、雇用失業率を縦軸、欠員率を横軸にとると UV曲線は原点に対して凸の右下
がりの曲線を描くことが予想される（図 1-1 を参照せよ。）。UV 曲線の背後にある考えは、
通常の経済にあっては失業と欠員が併存しており、建設労働者が失業している一方で、シス

テム・エンジニアやコンピューター・プログラマーなどが人手不足である状況を想定してい

る。 
UV曲線を用いた構造的・摩擦的失業率の算出方法とは、UV曲線と 45度線との交点を均

衡失業率（労働力の総需要と総供給が一致している状態の失業率）とし、これを構造的・摩

擦的失業率の代理指標としている。UV曲線と 45度線の交点とは、労働市場で総量として需
給が一致している状態と考えられ（失業＝欠員）、この時の失業率は需要不足がない時の失業、

つまり労働市場が均衡している時の失業率と考えられている。循環的失業率（需要不足失業

率）は、現実の失業率と構造的・摩擦的失業率（均衡失業率）との差として計算される。 

  
図 1-1 ＵＶ曲線のシフト 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.4 UV曲線を用いた構造的・摩擦的失業率の問題点  
 以上説明した UV曲線による構造的・摩擦的失業率の導出方法であるが、いくつかの問題
点が寄せられている。第２章の説明と重複するが、以下では UV曲線を用いた構造的・摩擦
的失業の導出に関する主だった問題点を挙げることにする（詳細および他の問題点に関する

言及に関しては、第２章を参照されたい。）。 

u

v

45゜線
（

失
業
率
）

（欠員率）

Ａ

Ｂ

Ｃ

 



－3－ 

（１）構造的・摩擦的失業率導出に係る理論的な問題点 
 UV曲線と 45度線との交点は、あくまで労働市場の不完全性を測定する一つの基準点であ
って、構造的・摩擦的失業率の指標となりうる理論的な根拠は存在しない。そのため、UV
曲線と 45 度線との交点を求めても構造的・摩擦的失業率の指標とはなり得ないと考えられ
る。これはかなり根本的な問題点であるといえる。 
（２）UV曲線の計測に関する問題点 
 通常、UV 曲線を推計する際に、UV 曲線のシフト要因をモデルの説明変数の中に入れて
いない場合が多い。その結果として、UV 曲線のシフト要因を特定化できないという問題が
生じることになる。シフト要因をモデルに入れていないことから生じる問題点の一つは、UV
曲線のシフトが生じた際に、そのシフトが UV曲線の平行移動から生じるシフトなのか（図
1-1 の A 点から C 点へのシフト）、それとも UV 曲線の傾きそのものが変化したために生じ
た結果なのか（図 1-1の A点から B点へのシフト）、判別がつかないということである。 
 ただし、北浦他（2003）や玄田・近藤（2003）の指摘にもあるように、現実問題として、
どのような変数をシフト要因としてモデルの説明変数に加えるかは難しい問題であるといわ

ねばならない。 
 また、これもよく指摘される点であるが、UV 曲線を推計する際に、計測期間やモデルの
関数型によって構造的・摩擦的失業率の推計結果が大きく違ってくる。通常は、失業率と欠

員率の自然対数を取って推計を行っているが、UV 曲線を対数線形として把握するのが適切
かという意見もある（玄田・近藤（2003））。 
（３）欠員統計のデータについて 
 欠員率と失業率が異なる統計データから収集されており、欠員率は公共職業安定所の欠員

が用いられるものの、労働市場全体の求人をカバーしていないという欠点がある。失業率は

労働力調査から取られており、労働市場全体の失業者を対象としている。このように、失業

率と欠員率のカバーする範囲が異なっているため、その整合性が問題となってくる。欠員率

のデータとしては、雇用動向調査の欠員率を用いることも可能であるが、雇用動向調査の場

合は 5人未満の事業所や新設事業所等の状況が反映されないという欠点がある。 
（４）失業区分の困難さ 
 玄田・近藤（2003）が指摘するように、そもそも原因に基づいて失業を区分することの難
しさを指摘する意見もある。例えば、一例として以下の記述がある。「失業者が求人に応募し

ていない状況では、応募さえすれば採用される「摩擦的」失業なのか、応募しても条件の合

わない「構造的」失業なのか、観察できない以上、判断のしようがない。（玄田・近藤（2003）、
p5）」。 
 そもそも原因に由来する失業区分が難しいとすれば、構造的・摩擦的失業率を推計するこ

との意味合いも曖昧なものとならざるを得ない。 
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1.5 NAIRUとは何か 
NAIRU の定義に関する詳細についてはここでは立ち入らないが、関心のある向きは第６

章を参照されたい。欧米における参考文献に目を向けると、構造的・摩擦的失業率ないしは

構造的失業率を示す指標として NAIRU が用いられることが多い。NAIRU は

non-accelerating inflation rate of unemployment の略でインフレ非加速的失業率と呼ばれ
ている。NAIRU の概念を紹介している教科書はあまり多くないけれども、スティグリッツ

（2001）や Mankiw（2002）では NAIRUを自然失業率に相当する概念として規定している。
また、NAIRU がなぜ構造的・摩擦的失業率の指標となるのかについても、明確な理由を挙

げている文献は皆無であると思われる。ただ、ゴードン（1989）は失業を 3つの概念（摩擦
的失業、構造的失業、循環的失業）に分類した上で、摩擦的失業と構造的失業は自然失業率

を構成すると述べている。 

 
２ 本報告書の内容 

 以下では、本報告書の内容について簡単に触れることにする。 
 第２章「最近の UV 分析をめぐる議論に関するサーベイ」では、UV 分析とは何か、UV
分析の理論的背景、UV 曲線の推移とその解釈等について説明が行われる。構造的・摩擦的
失業率の導出に当たり、最も UV分析を頻繁に利用している労働経済白書における UV分析
の説明、労働経済白書以外の UV分析の説明が行われた後、労働経済白書における UV分析
を用いた均衡失業率導出の問題点が指摘されている。それらは、UV 曲線のシフト変数を推
計モデルに入れていないことによる問題点、構造的失業と摩擦的失業の区分が困難であるこ

と、構造的・摩擦的失業の特定化が困難で、UV 曲線に導入する説明変数の選択に恣意性が
残ること等の説明が行われる。 
また、失業率統計と欠員率統計との整合性等についても言及がなされている。欠員率と失

業率が異なる統計データから収集されており、欠員率は公共職業安定所の欠員が用いられる

ものの、労働市場全体の求人をカバーしていないという欠点がある。失業率は労働力調査か

ら取られており、労働市場全体の失業者を対象としている。このように、失業率と欠員率の

カバーする範囲が異なっているため、その整合性が問題となってくるのである。欠員率のデ

ータとしては、雇用動向調査の欠員率を用いることも可能であるが、雇用動向調査の場合は

5人未満の事業所や新設事業所等の状況が反映されないという欠点がある。 
続いて、UV 曲線の円運動や失業の粘着性等の問題について説明が行われている。失業と

欠員の組み合わせは、景気循環に伴い円運動することが指摘されている。このため、景気回

復初期は失業と欠員の組み合わせは原点に近く、過小評価される可能性がある。また、失業

の履歴効果がみられる場合には、失業の粘着性を考慮していない推計は構造的・摩擦的失業

を過大推計する可能性がある。 
そのほか、デフレーションにより労働市場の調整能力が低下し、UV 分析が歪められてい



－5－ 

る可能性、UV 分析に賃金・物価変動要因を導入する必要性、需要不足失業率の定義等につ
いても説明がなされている。 

 
 第３章「ＵＶカーブにおける一考察」では、まず欠員率と失業率の負の関係を示す UVカ
ーブのミクロ経済学的な理論的解釈が行われる。UVカーブは市場均衡を表すものであるが、
そのミクロの基礎づけを与える労働者と企業の主体均衡がそれぞれのサーチモデルによって

説明される。ここでは、Mortensenと Pissaridesによって展開されているモデルの説明が行
われ、労使双方の賃金決定に関するナッシュ交渉ゲームを解くことにより UVカーブにおけ
る均衡点が求められる。また併せて、Jackman et al.によるミスマッチの定義も紹介されて
いる。 
 後半部分では、地域パネルデータを用いた UVカーブの導出を行っている。地域パネルデ
ータを用いることの利点は、時点ダミー変数の導入によって UVカーブのシフトを把握でき
るということである。UV カーブのシフトは技術革新などにより産業間で労働力が再配分さ
れる必要が生じた時、あるいは労働市場における制度の変更が起こった時に生じるものと考

えられる。この UVカーブ自体のシフトと景気循環に伴う UVカーブ上に沿って変動する失
業率と欠員率のシフトとは厳密に区別される必要がある。曲線のシフトを考慮せず UV曲線
を推計すると、景気後退期に UV曲線が外側にシフトしている場合には、曲線の傾きを絶対
値で過大に評価することになる。また、内側に曲線がシフトしている場合には傾きを絶対値

で過小に評価することになる。景気拡大期には上とは逆の結果が得られることになる。 
 推計の結果、推計期間に関わらず、UV 曲線のシフトを無視することは欠員の係数を過小
に評価してしまうこと、また欠員と失業との内生性の問題により、欠員の係数を過大に評価

すること等の結果がわかっている。 

 
 第４章では（「構造的失業と失業期間―フローデータによる分析」）、UV曲線による構造的
失業の導出に関する問題点を指摘した後、UV 曲線の推計を行い、UV 曲線を用いた失業構
造の把握には多くの困難が伴うこと、またそのことによるバイアスを回避するのはかなり難

しい作業であることを確認している。本稿では、UV 分析に代わり失業構造を把握する手法
として、フローデータを用いた失業期間に関する分析が行われている。 
 ここで推計されている就業確率関数は、非常に簡単化したマッチング関数であると考える

ことができる。今回の分析では同一の能力を持った失業者グループでマッチングの構造は不

変であると仮定しているが、能力の異なった失業者グループの構成比が変化することによっ

て集計量で見たマッチングの効率（失業期間）がどのように変化するかシミュレーション実

験で確認している。 
 結果として、再就職確率の低い失業グループの構成比が増加することにより平均的な失業

（求職）期間が増加し失業率も上昇することになる。特に、高齢層失業者の就業確率は相対
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的に低く、高齢化に伴う高齢失業者の増加は長期間の失業（求職）期間を必要とするグルー

プに属する失業者を増大させ、構造的失業の拡大に結びついていることが示唆されている。  

 
以下では、NAIRUの推計が行われているが、NAIRUの推計には大別して２つのパターン

が考えられる。一つは構造方程式モデルであり、もう一つは誘導型モデルによる推計である。

構造方程式モデルとは、賃金関数及び物価関数というミクロの行動方程式を推計し、長期均

衡状態では期待物価上昇率と現実の物価上昇率が等しくなることを想定して NAIRU を求め
る手法である。一方、数の上で多数を占める NAIRU の推計モデルは、誘導形モデルによる
推計である。誘導形モデルはミクロの行動方程式を規定することなく、物価上昇率を期待物

価上昇率、循環失業（失業率－NAIRU）、供給ショックのマクロの関数として定式化し推計
するものである。 
 まず、第５章（「賃金関数、物価関数による NAIRUの計測」）では、構造方程式モデルに
よって NAIRUの推計を行っており、続く第６章（「日本における NAIRUの推計」）では誘
導型によって NAIRUの推計を行っている。 
 「賃金関数、物価関数による NAIRUの計測」では、賃金関数と物価関数を推計し、長期
均衡状態では期待物価上昇率と現実の物価上昇率が一致すると仮定して NAIRUを求めてい
る。ここでは、『平成 11 年版労働白書』と同じ定式化を行い、労働白書の分析を 2003 年ま
で延長した場合についての検証を行っている。データは四半期データであるが、1972年以降
2003 年までの期間を対象とした NAIRU の推定値は 2.6～3.5％程度となっている。また、
1980年以降のケースについては、NAIRUの推計値は 2.4～6％程度となっている。こうした
結果は、1990年代以降 NAIRUが高まっている可能性を示唆するものである。 
 「日本における NAIRUの推計」では、まず NAIRUとは何かについて説明が行われる。
かつて自然失業率と呼ばれていた概念が、現在では NAIRU（non-accelerating inflation rate 
of unemployment）と呼称されており、構造的・摩擦的失業率の代理指標となっていること
が示される。 
 続いて、固定 NAIRUの推計が行われる。固定 NAIRUとは、観測期間中に NAIRU の値
が変化しないものとして推計される手法である。線形 NAIRU の推計を行うと、四半期デー
タを用いても、月次データを用いても NAIRU の値は 4％程度であることがわかる。また、
非線形 NAIRU の場合には、四半期データ、月次データを用いると固定 NAIRUはそれぞれ
3.8％、3.6％となった。 
 次に可変 NAIRUの推計を行っている。まず、ホドリック・プレスコット（HP）フィルタ
ーを用い、区間推定により NAIRUの取りうる値の範囲を検討している。推定された NAIRU
の取りうる値の幅（推定された上限値と下限値の乖離）が大きいことが確認される。また、

推計された NAIRU の系列をみると、ここ数年は NAIRUの推計値が実際の失業率を下回っ
ているものの、それ以前の時期については NAIRU の値が実際の失業率を大きく上回ってい
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た。 
 最後に HPフィルターの欠陥を補うべく状態空間モデルを用いて NAIRUの推計が行われ
ている。ここでも、NAIRUの推計値が実際の失業率を上回っている場合が多く、NAIRUを
構造的・摩擦的失業率の代理指標として用いるには問題点が多いことが指摘されている。 

 
（参考文献） 
玄田有史・近藤絢子（2003）「構造的失業とは何か」『日本労働研究雑誌』No.516。 
R.J.ゴードン（1989）『現代マクロエコノミックス 原著第 4版（永井進訳）』多賀出版（Gordon, 

Robert J.（1987）Macroeconomics, 4th Edition, Boston, U.S.A, Little, Brown and 
Company.）。 

北浦修敏・坂村素数・原田泰・篠原哲（2003）「構造的失業とデフレーション」『ファイナン
シャルレビュー』第 67号、財務省財務総合政策研究所。 

ジョセフ・E・スティグリッツ（2001）『マクロ経済学 第 2版（藪下他訳）』東洋経済新報社
（Stiglitz, Joseph E.（1997）Economics, 2nd Edition, New York, U.S.A, W.W. Norton.）。  

 
（注） 
1 このほかにも、雇用機会における季節的変動の結果として発生する「季節的失業」がある。
しかしながら、ゴードン（1989）が指摘しているように、季節的失業は摩擦的失業の一要
素と考えられる場合が多い（p351）。 
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第２章 労働経済白書等、最近のＵＶ分析を中心とした構造的・摩擦的 

    失業率を巡る議論に関するサーベイ 

 

１．はじめに 

 完全失業率が 2003年平均で 5.3％と依然高水準で推移するなど、雇用失業情勢は厳しい状
況が続いているが、その背景として、需要不足失業が高水準なことに加え、産業構造の変化、

高齢化等に伴う労働力需給のミスマッチの拡大が指摘されている。厚生労働省では、労働白

書、労働経済白書において、UV分析により、構造的・摩擦的失業率（及び需要不足失業率）
を推計している。なお、推計方法は異なるが、経済白書、経済財政白書でも UV分析による
構造的・摩擦的失業率（「均衡失業率」と称している）を推計している。労働経済白書、経

済財政白書とも、最近（2003年）の構造的・摩擦的失業率は 4％程度、需要不足失業率は 1％
程度と推計されている。こうした UV析については、いくつか問題点が指摘されている。ま
た、白書以外でもいくつか UV分析に基づく構造的・摩擦的失業率の推計も行われている。 
 本稿では、主に労働白書、労働経済白書での UV分析について指摘されている問題点、留
意点を中心に UV分析について論点を整理することとともに、今後の改善点等についての方
策を探ることとする。今回は、論点整理が中心であり、具体的な改善手法は、今後の課題と

したい。また、いわゆる均衡失業率の推計には、UV 分析による他、フィリップス曲線によ
る分析（特に NAIRU（インフレを加速しない失業率）)も代表的である。しかし、我が国で
は、職安統計による欠員データが利用可能なこと等から、労働経済白書等、UV 分析による
推計が数多くなされており、NAIRUの推計は少ないこと等から、NAIRUについてはごく簡
単にみることとする。 

 

２．ＵＶ分析について 

（ＵＶ分析とは） 

 失業は、発生する要因により、いくつかに分けられ、代表的な区分として、需要不足失業、

構造的失業、摩擦的失業に分けられる。（1）需要不足失業とは、景気後退期に需要が減少
することにより生じる失業、（2）構造的失業とは、労働市場における需要と供給のバラン
スがとれているのにもかかわらず、企業が求める人材と求職者の持っている特性（職業能力

や年齢等）との違い（質の違い）があるために生じる失業、（3）摩擦的失業とは、転職や
新たに就職する際に企業と労働者の持つ情報が不完全であることや労働者が地域間を移動す

る際に時間がかるためなどにより生じる失業、である。もっともこれらを厳密に区別するこ

とは難しく、特に構造的失業と摩擦的失業については、両者を明確に区分することは困難で

あるため、通常、両者をあわせて構造的・摩擦的失業と呼んでいる。 
 仮に労働市場で情報の完全性や労働者の属性の等質性が成立する場合、労働力供給が企業

の労働力需要を上回るときは、失業のみ存在し欠員は存在せず、需要が供給を上回るときは
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欠員のみ存在し失業は存在しない（第１図①）。しかし、現実の労働市場は、労働者の特性

が異なったり、情報が完全でないこと等から、労働市場で需要超過の場合でも失業、供給超

過の場合でも欠員が生じる。つまり、欠員と失業が併存しうる（第１図②）。 

 UV分析とは、例えば、縦軸に失業率（U)（通常は、雇用失業率をとる）、横軸に欠員率
（V)をとり、失業率を需要不足失業率と構造的・摩擦的失業率に分解し、その動向を探るも
のである。 

 
第 2-1 図 構造的・摩擦的失業発生のメカニズム 

0 　労働需要－労働供給　（＋）（－）
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 一般に欠員率が低下（上昇）すると失業率が上昇（低下）することから、UV 曲線は、通
常、原点に対して凸の右下がりの曲線を描く（UV 曲線はベバリッジ・カーブ（曲線）とも
称される）。UV曲線と 45度線との交点は、労働市場で総量として需給が一致している状態
であり、この時の失業率は、需要不足がない時の失業率、すなわち労働市場が均衡している

ときの失業率（均衡失業率）である。この時の失業率を構造的・摩擦的失業率という。需要

不足失業率は、現実の失業率と構造的・摩擦的失業率との差として計算される。UV 曲線の
右上方への動きは、より大きい欠員率と失業率が併存し、構造的・摩擦的失業率が上昇して

いること（ミスマッチの拡大、職探しの効率性の低下）を表し、同様に左下方への動きは構

造的・摩擦的失業率の低下を表す。また、構造的・摩擦的失業率が等しいとき（同一の UV
曲線上にある時）、雇用失業率の左上方（右下方）への動きは需要不足失業率の上昇（低下）

を表している（45度線より上（下）は需要不足（労働力不足））。このように、UV分析に
より、労働市場の均衡失業率（構造的・摩擦的失業率と需要不足失業率の分解）、労働市場

の構造変化、需要不足（労働力不足）の状況を検証することが出来る（第 2-2図）。 
 UV 分析は、このように、マクロ経済政策で対応すべき部分（需要不足失業）と主に労働
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市場政策、ミクロ政策で対応すべき部分（構造的・摩擦的失業）に現実の失業率をおおまか

に区分することができるため、政策実施の際の実証ツールとして有用である。ただし、この

ことは構造的・摩擦的失業の解消に総需要政策は不要、と言うことは必ずしも意味しない。

また、UV 分析による構造的・摩擦的失業率は、経済成長等により変わりうる面があり、市
場の制度要因等のみで決まり、長期的に不変という性格ではない点、留意が必要である。 

 
第 2-2 図 ＵＶ分析の考え方 
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（ＵＶ分析の理論的背景） 

 UV 曲線の理論的な説明としては、①フロー分析に基づく理論（マッチング関数）や②サ
ブマーケットに基づく理論がある（ここでは、北浦・原田・坂村・篠原(2003)（以下、北浦
他(2003)と略す）等を参考にしつつ説明）。 
① フロー分析は、（雇用の喪失による失業プールへの流入と雇用の創出による失業プール

からの退出が絶えず発生しているという前提の下に、）ある一定期間の労働者の失業プー

ルへの流入と失業プールからの退出に着目したもので、職を見つけた失業者の数と離職し

た失業者の数が等しい状況での失業率が均衡失業率（失業の新規発生と失業からの離脱が

一致している状態の失業率）として定義される。失業者数 U の再就職率を f、雇用者数Ｅ
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の離職率を s とすれば、均衡状態は fU＝sE で表される。雇用の創出関数（マッチング関
数）を、失業と欠員を生産要素とする生産関数と同様であるように考え、労働市場の均衡

状態の時の一定の雇用と欠員の組み合わせは、原点に対して凸の右下がりの曲線と想定し、

UV 曲線（ベバリッジ・カーブ）を導出するものである。新規の雇用者数を M（＝fU）、
Vを欠員数、マッチングの効率性、失業者の求職活動の密度を示すパラメータを e, cとす
ると、マッチング関数は M＝e・m（cU, V）と表される。なお、橘木・桜井(1988)では、
UV曲線が労働力率、失業率、欠員率の３者の関係式から導出される点を紹介している。 

② サブマーケットの理論は、労働市場が、超過需要または超過供給という不均衡の状態に

ある無数のサブマーケットから成り立ち、労働市場の調整に一定の時間を要するという前

提でベバリッジ・カーブの動きを説明するものである。景気が良くなる（悪化する）と、

失業が生じているマーケットが減り（増え）、欠員が生じているマーケットが増え（減少

し）、右下がりのベバリッジ・カーブが景気循環の中で観察され、また、構造変化が生じ、

サブマーケット間のミスマッチが増加すると、失業と欠員はともに増加し、ベバリッジ・

カーブは外側にシフトする。 

（景気循環とＵＶ曲線） 

 一般的に V（求人）は景気に敏感に反応するのに対し、Uの変動は緩慢で遅れる傾向にあ
るため、Uと Vとの組み合わせは、景気の循環的な動きに伴い、UV曲線の周りを時計回り
に動くと考えられる。また、景気循環の中での求人の内容の質の変化も時計回りの変動に影

響すると考えられる（後述）。失業の粘着性が高い場合も変動が大きくなると考えられる。

特に我が国の企業の雇用調整プロセス（景気が悪化しても、雇用保蔵等を行い、出来る限り

失業を出さず、雇用の人員調整に時間を要する）は、時計回りの変動を大きくする可能性が

ある。一方、労働力率が景気と逆循環的に変動する場合（不況期の求職意欲喪失など）、労

働力率が一定に比べ、失業率の変動はより小さくなり、Uと Vの動きはより垂直的になる。 
（ＵＶ曲線の推移とその解釈） 

 第 2-3図は、我が国の失業率、欠員率の推移をみたものである。失業率は雇用失業率、欠
員率は公共職業安定所の欠員（有効求人数－就職件数）を用いている。1970年代半ば頃ま
では、Uと Vの組み合わせは、安定的な曲線を描いているが、1970年代後半から Uと Vの
組み合わせの点は上方に移動、構造的・摩擦的失業率が上昇したことが推察される。高度成

長から安定成長への移行に伴い、労働市場でも構造変化が生じたものと考えられる。その後、

Uと Vの組み合わせは、1983～1989年の頃は安定した曲線を描き、バブル期にいったん、
下方にシフトしており、労働力不足感が高まる中で、ミスマッチも縮小し、構造的・摩擦的

失業率も低下したものと考えられる。バブル崩壊後、Uと Vとの組み合わせの点は再び上方
へシフト、バブル崩壊直後から構造的・摩擦的失業率が大きく上昇したと推測できる。 

 ただし、1980年代半ば頃から 1990年代前半頃までの Uと Vの組み合わせは、UV曲線の
下方シフトがバブル期にみられたのでなく、UV 曲線の時計回りのループ、円運動であり、
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UV 曲線のシフトも景気循環をより強く反映した短期的なもの、であるという見解もみられ
ている（北浦他(2003)、大竹・太田(2002)、玄田・近藤(2003a,b)）。 
 また、1990年代後半以降の Uと Vの組み合わせの上昇シフト（構造的・摩擦的失業の上
昇時期・幅）についても見方は必ずしも一致していない（なお、平成 14 年版労働経済白書
は、1997～1999 年は大きなシフトがあるとは記述していない）。こうした UV 曲線の解釈
の違いは構造的・摩擦的失業率の推計値についての相違にも関連しているとみられる。 

 

第2-3図 雇用失業率と欠員率の推移（1963年Ⅰ～2003年Ⅳまで、季節調整値） 
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３．ＵＶ分析による構造的・摩擦的失業率の推計について 

（労働経済白書のＵＶ分析について） 

 労働経済白書では、UV 曲線の推計は、雇用失業率を定数項と欠員率のみで推計（雇用失
業率、欠員率は四半期季節調整値、対数変換、lnU＝α+βlnV）。欠員率は公共職業安定所
の欠員（有効求人数－就職件数）を用いている。CUSUMテスト、CUSUMQテストを参考
に構造変化の状況を検討し、安定的な形状が得られると考えられる期間を特定化している（注

１）。その際、経済情勢、雇用情勢の動向も考慮している。ただし、誤差項の系列相関を考

慮し、実際の推計は一般化最小二乗法で行っている（注２）。この結果、①1967年第Ⅰ期か
ら 1975年Ⅳ期、②1983年Ⅰ期から 1989年Ⅳ期、③1990年Ⅰ期から 1993年Ⅳ期の３期間
について、UV 曲線を計測（βの係数は、①-0.554、②-0.511、③-0.410)している。1976
～1982年は、安定的な関係にあるか特定できなかったが、これは安定成長期への移行期の調
整時期等ということが背景として考えられる。1994年Ⅰ期以降は、UV曲線が安定的な関係
にあるかどうか特定化しがたいという結果となっている。このため、1976年 1～3月期～1982
年 10～12月期のβは①と②のβを期間に応じて加重平均したものを使い、1994年Ⅰ期以降
の構造的・摩擦的失業率の計測は、③の推計式のβを使用している。 

（特に労働経済白書での）UV 分析の難点は、サンプル数の制約等もあり、期間をある程度
とらないと UV曲線が推計できないこと、計測期間内は均衡雇用失業率は一定と先験的に仮
定されること、計測期間内の分割の仕方は、安定的なベバリッジカーブの形状が得られると

考えられる期間を探し出すしかなく、また、計測期間の特定化には何らかの恣意性がはいる

おそれがあること、事後的に統計的に構造変化の時点を算出し、構造的・失業率の算出は可

能であるが、直近の状況についての推定値は頑強性には注意を要すること、などがある。特

に、現在の U、Vの組み合わせは、安定的な関係が見いだしにくく、低欠員率、高失業率と
いう UV平面のグラフの左上に位置しており、注意を要する。 
 労働経済白書の UV分析の推計の特徴は、統計的手法を用い、安定的な時期（構造変化の
時期）を特定化する、という方法で UV 曲線の構造変化がみられるかを検証している。UV
曲線のシフトには様々な要因が考えられるものの、構造要因の変数の特定化は恣意性が残る、

説明変数に景気循環要因もはいる等、選定が困難で問題も多いので、あえてシンプルな形で

の推計を行っている。説明変数として Uのラグ（失業の粘着性）は加えておらず、Vのラグ
項も変数に入れていない（注３）。賃金要因も入れていない。なお、UV 分析の結果と労働
市場の需給両面の動きとを対比しつつ、推計結果の背景要因を探り、労働市場の分析を行っ

ている。 

 労働経済白書の分析結果によると、構造的・摩擦的失業率は、バブル期に低下したのを除

き、上昇傾向にあり、特にバブル崩壊後は大きな高まりがみられ（2003年はほぼ横ばいとな
っている）、需要不足失業率は景気後退を背景として 1998年と 2001年に大幅に上昇してい
る（第 2-4 図）。2003 年は景気の回復を反映して低下しているが、依然として、過去の景
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気回復局面と比べても高い水準となっている。2003 年平均では需要不足失業率 4.13％、構
造的・摩擦的失業率 1.12％と試算される。 

 
第 2-4 図 完全失業率、構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率の推移 

（％） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」から厚生労働省労働政策担当参事

官室推計 

  （注）１）需要不足失業率＝完全失業率－構造的・摩擦的失業率で算出。 

     ２）推計方法は厚生労働省「平成 15 年版労働経済の分析」による。 

 

（最近の労働経済白書以外の主なＵＶ分析結果） 

 UV分析による構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率の推計は、労働経済白書以外でも、
経済財政白書(2003)、北浦他(2003)、樋口(2001)、大竹・太田(2002)など、いくつか推計
が行われている（第 2-1 表）。経済財政白書(2003)は四半期データ、北浦他(2003)は四半
期データ及び年次データ、樋口(2001)と大竹・太田(2002)は年次データであり、いずれも公
共職業安定所の欠員を使用し、構造変化要因を説明変数に加えている。構造変化要因として

は、産業、職業等のミスマッチ、高齢化要因、女性要因、離転職（転職希望）要因、社会保

障要因、タイムトレンドなどを説明変数としている。この他、北浦他(2003)は賃金要因（労
働分配率）も考慮している。また、北浦他(2003)、大竹・太田(2002)は失業率の粘着性等を
考慮、１期前の失業率を変数に追加している。なお、後述するが、北浦他(2003)は労働経済
白書、経済財政白書の UV分析の問題点を挙げ、その対応を図っているとしており、特に欠
員率の代表性については、UV分析だけでなくオークンの法則により構造的失業率を推計し、
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比較も行っている。 

 構造的・摩擦的失業率の推計結果は、経済財政白書（均衡失業率と称す）は 2001 年第４
四半期 3.86％、2003年第１四半期で 4.01％と 4％程度であり、労働経済白書（2001年第４
四半期 3.79％、2003年第１四半期で 4.10％）と同程度となっている。北浦他(2003)の推計
結果（構造的失業率と称す）は、四半期データは 2001 年第４半期 2.51～3.05％、年次デー
タで 2001年 2.92～3.25％と最も低く、労働経済白書（2001年第４四半期 3.79％、2001年
3.90％）との差も大きい（北浦他(2003)は、1991 年時点の推計も行っており、四半期デー
タは 1991 年第４四半期 2.32～2.49％、年次データは 1991 年 2.29～2.37％と、労働経済白
書（1991年第４四半期 2.19％、1991年 2.23％）と同程度か、若干高くなっている。）樋口
(2001）（均衡失業率と称す）では 2000年 3.46％、大竹・太田(1999)は 1999年で 3.2％と
労働経済白書（1999年 3.43％、2000年 3.68％）より若干低く、労働経済白書、北浦他(2003)
の中間とみられる。概ね 3％前後～4％程度が構造的・摩擦的失業率となっており、推計方法
で差がみられる。 

 

第 2-1 表 最近のＵＶ分析等による構造的・摩擦的失業率（均衡失業率）の推計例 

  時期 
完全失業率

（％） 

構造的・摩
擦的失業率
（均衡失業
率、構造的
失業率） 

（％） 

関数の推計期間 説明変数 

2001年Ⅳ期 5.4 3.79

2003年Ⅰ期 5.4 4.10

（参考）1999年 4.7 3.43

（参考）2000年 4.7 3.68

労働経済白書(2003) 

（参考）2001年 5.0 3.90

1990Ⅰ～1993Ⅳ ln欠員率 

2001年Ⅳ期 5.4 3.86
経済財政白書(2003) 

2003年Ⅰ期 5.4 4.01
1990Ⅰ～2003Ⅱ

ln欠員率、第３次産業就業者比
率、就業者のうち転職希望で求
職活動をしている者の割合 

2001年Ⅳ期 5.4 2.51～3.05 1981Ⅰ～2000Ⅳ
ｌｎ欠員率、ln雇用失業率
(-1)、賃金要因、構造変化要因北浦・原田・坂村・篠原 

(2003) 
2001年 5.0 2.95～3.25 1970～2000 

ｌｎ欠員率、ln雇用失業率
(-1)、賃金要因、構造変化要因

大竹・太田(2002) 1999年 4.7 3.2 1970～1999 
ln欠員率、ln雇用失業率(-1)、
構造変化要因 

樋口(2001) 2000年 4.7 3.46 1984～2000 ln欠員率、転職者比率 

 
（注）１．北浦・原田・坂村・篠原(2003)では、「賃金要因」（労働分配率）、「構造変化要因」（職業別・産業別ミス

マッチ要因、労働市場の高齢化要因、女性要因、長期失業要因、雇い主の社会保障負担要因、タイムトレンド（職
業別・産業別ミスマッチ要因、高齢者要因、女性要因は説明変数複数案）のうち適宜選択）のうち、有意なもの
を選択。１期前の雇用失業率、賃金要因は説明変数に含めるケース、除くケースについてそれぞれ計測。 
採用した関数は、全て１期前の雇用失業率を説明変数に含む。 

（注）２．大竹・太田(1999)の構造変化要因は、離職率、経営上の都合離職割合、高齢失業者比率、雇用保険受給比率、
トレンド項 
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４．ＵＶ分析の推計方法・結果についての議論 

（労働経済白書のＵＶ分析をめぐる議論） 

 労働経済白書の UV 分析について、白書の推計方法・結果の解釈、UV 分析自体の課題も
含め、議論がなされている。特に、構造的・摩擦的失業率は過大推計ではないか、景気要因

がかなり影響しているのでないか、需要不足失業率はもっと高いのではないか、等の議論が

おきている。ここでは、労働経済白書の推計への議論を中心に、他の推計も含め、UV 分析
の推計上の課題について、議論を整理する。 

（構造的・摩擦的失業率の推計の限界についての平成 14年版労働経済白書の指摘） 
 まず、平成 14 年版労働経済白書でも、現行の推計方法について、構造的・摩擦的失業率
が経済状況の影響を強く受け（構造的・摩擦的失業率を GDP とタイムトレンドで回帰する
と、ともに有意に正）、推計に限界がある点を指摘している。 

 労働経済白書では、構造的・摩擦的失業率も経済状況の影響を受ける要因として、（1）
賃金など労働条件面での求人の質によるもの（景気後退期は、企業は雇用の抑制を図ろうと

するため、求人数の減少に加え、求人の労働条件が低下する可能性が高く、求職者の求める

条件とのミスマッチが高まっている可能性がある。）、（2）失業の長期化によるもの（失
業の長期化は求職意欲や職業能力の低下を招くなど、ミスマッチを高めるおそれがある。景

気後退期には、求人の減少、求人の質の低下が起こり、失業が長期化しやすくなると考えら

れる。近年、景気後退を背景に長期失業者が増加しており、それによりミスマッチが一層高

まっているおそれがある。）、（3）UV分析を用いた構造的・摩擦的失業率の推計方法に起
因するもの、の３点をあげている。 

 構造的・摩擦的失業率の推計方法については、1994年以降は、UV曲線が明確に安定した
時期がみられないため、1990年Ⅰ期から 1993年Ⅳ期の UV曲線の傾きが 1994年以降も一
定という仮定により構造的・摩擦的失業率を推計している。1990年Ⅰ期から 1993年Ⅳ期の
傾きは緩やかであり、UV曲線の傾きが急になっている可能性があり、1997年以降の構造的・
摩擦的失業は過大推計されている可能性がある、と指摘している（ただし、白書本体の記述

では、明確な根拠記述がない。）（注４） 

 こうしたことから、平成 14 年版労働経済白書では、「構造的・摩擦的失業率や需要不足
失業率の水準や変化はある程度の目安を示すものと考えるべきである」と指摘しており、推

計結果は幅を持ってみるべきとしている。 

（労働経済白書等のＵＶ分析についての議論） 

 次に、労働経済白書の UV分析の課題が中心ではあるが、また、一部重複もあるが最近の
UV分析全般の課題等を整理しよう。ここでは、北浦他(2003）、玄田・近藤(2003a,b)の指
摘を参考としている。 

（１）ＵＶ曲線の説明変数等の問題 

① 労働経済白書の UV分析は、UV曲線のシフト変数を説明変数に入れていない。 
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 このため、UV 曲線のシフト要因が同定できない。U＝V となる失業率の変化が UV 曲
線のシフトかどうか区別が困難という点が指摘される。さらに、北浦他(2003)では、傾き
だけを推計する方法が傾きの推計結果を不正確にする可能性や推計誤差が全て構造的・摩

擦的失業率に反映される、という問題点や、UV 曲線の円運動を考慮すると UV 曲線のシ
フトを構造要因により説明する関数が適切と指摘している。 

② 構造的失業と摩擦的失業の区分が困難である。 

③ 構造的・摩擦的失業の特定化が困難で、説明変数の選択には恣意性がはいる。需要不足

要因との分離が困難である。 

 説明変数の選択には明確な基準がなく、構造要因の特定は困難であり、変数の選択には

恣意性がはいらざるを得ない。また、関数推計で有意となった説明変数の根拠や背景の経

済雇用情勢についても必ずしも適切かどうか、という問題もある。構造要因としての説明

変数もしばしば景気循環的要素を含み、両方の要因の分離も困難である。 

 例えば、経済財政白書(2003)や大竹・太田(2002)、樋口(2001)とかで説明変数として
いる第３次産業就業者比率や離職率、高齢失業者比率、転職者比率等は景気変動の影響を

受ける。また、例えば、単に第３次産業就業者比率が高まれば、即構造的・摩擦的失業の

上昇となるか、というのも疑問がある。また、北浦他(2003)は、様々な変数を関数に入れ、
有意なものを析出、という手法をとっている。なお、北浦他(2003)では、UV分析の他、
オークン法則による推計（2001 年の構造的失業率 2.63～3.43％）も行っているが、両者
で有意となる説明変数の組み合わせが異なり（オークン法則では離職率が有意でなく、高

齢化要因、長期失業要因がより失業率の構造的高まりを説明）、整合性がとれていない可

能性がある。 

④（説明変数の相違による）関数の型の違いによる推計値の差が大きい。 

 UV 分析に限らないが、計測期間や説明変数の取り方で構造的・摩擦的失業率の推計結
果の差が大きい。関数の型が違うことで、UV曲線の傾きが異なる。特に、1990年代半ば
以降、失業が欠員をかなり上回り、左上方、45 度線から遠ざかったところに U と V の組
み合わせが位置していることから、傾きの違いが推計値に与える影響は大きい。UV 曲線
の関数型の違いにより 45 度線との交点の位置が大きく異なる可能性があり、推計値に与
える影響は大きい。なお、経済財政白書(2003)では誤差項に系列相関がみられ、特に補正
も行っていない。 

⑤ 線形回帰の妥当性 

 玄田・近藤(2003a)は、自然失業率と欠員率の自然対数による線形回帰について、実際
の UV曲線が対数線形として把握するのが適切という保証はない、点を指摘している。 

⑥ 信頼区間についての検討 

 NAIRUについて信頼区間が大きすぎる点が課題として指摘されているが、UV分析につ
いても誤差項の大きさが推計結果にどう影響するか検討が必要（注５）。 
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（２）失業率統計と欠員率統計との整合性（欠員率の質・量両面の問題） 

 欠員率と失業率の統計が異なり、欠員率は、通常は、公共職業安定所の欠員（有効求人－

就職件数）が用いられるが（注６）、労働市場全体の求人（欠員）をカバーしていない。失

業データは「労働力調査」であり、労働市場全体の失業者である（なお、「労働力調査特別

調査」「労働力調査（詳細集計）」では、失業者のうち、主な求職方法として公共職業安定

所を利用しているのは４割程度）。 

 労働経済白書では、長期の時系列で月々（四半期）データがとれること、「雇用動向調査」

による入職者の入職経路に占める公共職業安定所の比率が過去 30 年慣らすとほぼ２割で大
きな変化がないこと（第 2-5図）から時系列比較する上で大きな問題はないと考えられるこ
とから、欠員率のデータとして「職業安定業務統計」の欠員を使用している。 

 ただし、中村(2002)によると、公共職業安定所の利用状況が不況期に高いという分析を行
っており、景気循環による安定所利用率の変動が推計にバイアスを及ぼす可能性がある点、

留意する必要がある。また民間の職業紹介も増加してきている。民間部門の拡大の公共職業

安定所の求人・求職・就職への影響はどの程度か。官民あわせた労働市場全体の求人動向の

把握が必要となろう。 
 この他、欠員データとして年１回であるが、厚生労働省「雇用動向調査」の欠員（率）（未

充足求人（率））がある。「雇用動向調査」は非農林業（公務除く）の常用労働者５人以上 

 
第 2-5 図 雇用動向調査入職経路別入職者割合 
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資料出所 厚生労働省「雇用動向調査」 

  （注）１．1990年以前は建設業を除く。 

     ２．1984年から「その他」から「前の会社」を分離、1988年から「出向」「出向先からの復帰」を

「その他」から分離、2000年から「民営」を追加。 

     ３．「縁故」は「前の会社」を除く。 
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の事業所について未充足求人を調べている。５人未満の事業所や新設事業所等の状況は反映

されない。第 2-6図は「雇用動向調査」と「職業安定業務統計」による欠員率を比較したも
のである。データの範囲、カバレッジが異なる点留意する必要があるが、雇用動向調査の方

が変動が大きく、景気循環への感応度がより高いことがうかがわれる。概ね 70 年代とバブ
ル期は「雇用動向調査」の欠員率が高く、その他の時期は「職業安定業務統計」の欠員率が

高い。また、1990年代末以降、両者の動きの乖離が目立っており、公共職業安定所の欠員率
は横ばいないし上昇しているのに、「雇用動向調査」の欠員率は低下傾向の動きを示してい

る。両者の相違の解明は別途検討すべき課題であるが、どちらの統計が問題とは一概にはい

えない。北浦他(2002)では、「職業安定業務統計」の欠員が過大となっている可能性を指摘
しており（注７）、また「雇用動向調査」の欠員を補正して UV 曲線の推計を行っている。
また、充足率が長期的に低下している点も「職業安定業務統計」の労働市場の代表性につい

て疑問を呈している（ただし、充足率の低下にはミスマッチ等も影響していると考えられ、

即代表性というのは性急と考えられる。）。白石(2002)も欠員数を「雇用動向調査」をベー
スにするか「職業安定業務統計」を使うかで UV曲線の形状が違う点を指摘している。ただ
し、北浦他(2003)では、「雇用動向調査」は労働市場全体の欠員を表しているとは考えがた
く、十分に適切な補正方法も現時点では見いだせないため、従来通り、「職業安定業務統計」

の欠員率を用いて UV曲線の推計を行っている。「雇用動向調査」も含め、欠員統計の研究
が必要であろう。 

 
第 2-6 図 雇用動向調査欠員率と職安統計欠員率 
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資料出所 厚生労働省「雇用動向調査」「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」 

  （注）職安統計欠員率＝（有効求人－就職件数）／雇用者数 
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 現状では、諸般の事情に留意しつつ、「職業安定業務統計」の欠員率を使うことになろう。 
（３）ＵＶ曲線の円運動や失業の粘着性等の問題 

 Uと Vの組み合わせは景気循環に伴い円運動をすることが指摘される。このため、景気回
復初期は U、Vの組み合わせは原点から遠く、構造的・摩擦的失業率が過大評価され、景気
後退期の初期では原点に近く、過小評価される可能性がある。特に景気の回復感が弱い状況

が続くと、UV 曲線が必ずしも外側にシフトしていない場合でも、UV の組み合わせが大き
な円を描き、構造的失業率が過大推計される危険性がある。また、失業の履歴効果がみられ

るとすれば、失業の粘着性を考慮していない推計は構造的・摩擦的失業を過大推計する可能

性がある（注８）。北浦他(2003)は、労働経済白書は失業の粘着性、UV曲線の円運動を考
慮せずに傾きを求めているため、傾きの推計が過小評価であり、構造的・摩擦的失業の過大

推計の主因と指摘している。なお、経済財政白書(2003)でも失業の粘着性を考慮していない。 
 第 2-1 表の労働経済白書以外の UV 分析の関数推計について構造変化があったかどうか、
説明変数の係数が安定しているかどうか検証がされているかどうか、明示的でない。 

 UV曲線についても、1980～1990年代前半頃（あるいは 1980年代以降）に同一曲線上で
の円運動、景気循環と解釈すべきか、シフトがあったのかどうか、という点が明らかでない。

大きな構造変化があれば、UV曲線もシフトすることが考えられる。 
  また、玄田・近藤(2003a)は、1990年代後半の UV曲線の急激なシフトは、欠員が変化し
ないまま失業が増加しており、長期失業者は増えても欠員率は低下せず失業率が上昇する可

能性を指摘している。ただし、失業期間の長期化は、ミスマッチの拡大だけでなく、労働需

要減退でも起こりうるので、ミスマッチ増大による UV曲線のシフトとは単純には言えない
としている。 

 UV 曲線のシフト・変動について、企業行動、求職者の行動パターンに変化がみられるの
か、景気循環での対応に違いがあるのか、Uや Vの動きにどう影響があるか、という点も重
要であるが、詳細な検証はあまりみられていない。 

  UV 曲線のシフトか否か、構造変化が起きたのか、需要要因が大きいのか、労働市場の実
態分析による検証が必要であろう。 

（４）物価、賃金変動とＵＶ曲線 

① デフレーションにより労働市場の調整能力が低下し、UV分析が歪められている可能性 
  北浦他(2003)は、デフレーションにより労働市場の調整能力が低下し、UV分析が歪め
られている可能性や、デフレーションが UV曲線の円運動を増幅させている可能性を指摘
している。 

 UV分析は、サブマーケットに基づく理論により、物価に関する情報を加味することで、
フィリップス・カーブによる分析と整合的であるが（吉川 1984)、北浦他(2003)は、UV
曲線が 45 度線上の左上方に位置する現在の日本経済の状態は、低い物価上昇率の下でフ
ィリップス・カーブが水平になっている状態と整合的であると指摘しており、1994年以降
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の長期のゼロインフレーション・デフレーションの下で労働市場の調整能力が低下した結

果、UV 曲線は UV 平面上の左上方に張り付いているとみることができると考えられる、
としている。 

② UV分析には賃金や物価の変動要因を明示的に取り入れていない。 
 北浦他(2003)は賃金要因も加味した推計はしているが、UV分析は賃金、物価等マクロ
経済面の動向を明示的に取り入れていない。構造的・摩擦的失業率について議論するには、

賃金や物価についても考慮する必要があろう。特にデフレーションの労働市場（失業（構

造的・摩擦的失業、需要不足失業との関連も含め）、雇用、賃金）への影響についてさら

なる分析が求められる。 

（５）需要不足失業率の水準について 

 UV曲線の需要不足失業率の定義に関しても議論がある。小野(1989）は、UV分析のモデ
ルは、就業者の中の求職活動者といったいわば不完全就業者の存在を考慮しておらず、失業

者に不完全就業者を加えた全ての求職者（L とおく）に見合う求人（欠員）が労働市場の需
給均衡ではないか、と、変形された UV分析（LV曲線）を提示している。UV分析は、完全
失業者のうち摩擦的な部分を過大に推計していると指摘。また、有利(2002)は、需要不足失
業は、通常の UV 分析での定義（現実の失業率と UV 曲線と 45 度線との交点の時の失業率
との差）でなく、政策実施上の見地から、需給が一致するまでに必要な労働需要の拡大量と

定義し、この定義だと労働経済白書の UV曲線の推計結果を用い、需要不足失業が大きな循
環的変動をし、ミスマッチ失業が 2％程度と試算している（2000年で需要不足失業が 2.8％、
ミスマッチ部分が 1.9％）。玄田・近藤(2003)も、UV曲線と 45度線との交点を現実の失業
率と比較することの理論的不整合性を指摘している。 

 

５．ミスマッチ等構造的・摩擦的失業率の高まりの可能性について 

 1990年代以降の失業率の上昇は、専ら需要不足によるものか、ミスマッチ等構造的・摩擦
的失業の上昇はみられるのか、ここでは、UV 分析でなく、成長率や労働関係の指標の動き
から推察をしてみる。 

 第 2-7図は実質 GDP成長率と OECD推計の GDPギャップをみたものであるが（注９）、
実質 GDP成長率は 1990年代に低下（特にバブル崩壊後と 98年等に大きく低下）しており、
GDPギャップも 1990年前後の大幅なプラスが 1990年代末～2002年は大幅なマイナスであ
り、大幅な需給ギャップが存在している。失業率の上昇に需要要因が大きく影響したのは間

違いない。 

 次に、第 2-8図は産業構造転換の大きさについて、サービス加工部門比率を代理指標とし
てみたものだが、バブル期に低水準であったが、バブル崩壊後は大きく上昇しており、景気

要因もあろうが、産業構造調整が、高度成長期から安定成長期への移行に匹敵するものであ

る 
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第 2-7 図 ＧＤＰ成長率とＧＤＰギャップ率（ＯＥＣＤ） 
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資料出所 内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算」、OECD "Economic Outlook No.74"(2003) 

  （注）GDPギャップ率（(現実GDP－潜在GDP)/潜在GDP）はOECD推計 

 

第 2-8 図 サービス／加工部門比率の推移（前年比、３期移動平均） 
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資料出所 総務省統計局「労働力調査」 

  （注）サービス／加工部門比率＝（卸売・小売業，飲食店、サービス業雇用者数）／（建設業、製造業雇用

者数）（サービス／加工部門は、水野朝夫「日本の失業行動」（中央大学出版部、1992年）を参考とし

た。） 

 比率の前年比の3ヶ年平均の値（「平成11年版労働白書」の分析を延長したもの）2000年の数値は2000

～2002年平均、2001年の数値は2001～2002年平均、2002年の数値は2002年のみの数値68年は69～70年 
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ことが示唆される。また、第 2-9図は年齢間のミスマッチの動向について、指標をみたもの
だが、バブル期にミスマッチが縮小し、バブル崩壊後はミスマッチが拡大している。2001
年は大きく低下しているが、これは、募集・採用の年齢制限の緩和の努力義務規定の実施が

影響していると考えられる。こうした指標の動きからみると、ミスマッチ等の構造的・摩擦

的失業も拡大していることが示唆される。しかし、労働力需給のミスマッチ状況についてリ

リエン指標（「平成 11 年版労働白書」）やミスマッチ指標でみると、必ずしもこの様な高
まりはみられない（第 2-10図、第 2-11図）。この一因として、リリエン指標やミスマッチ
指標は各属性の変化（の失業等への影響）を対称に扱っていることが考えられる（注 10)。 

 
第 2-9 図 年齢別雇用失業率の分解 
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資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」 

  （注）１．年齢別雇用失業率の分解は、労働省「平成11年版労働白書」の分析を延長推計したもの。 

２．ここでは、年齢間ミスマッチ指標の代理指標として、年齢計の均衡雇用失業率(Us)と各年齢５歳

階級ごとの均衡失業率ごとの均衡雇用失業率を各年齢階級の雇用者数ウェイトで加重平均して

求めた均衡雇用失業率(Ut)の差(Us－Ut)を用いた。 

 均衡雇用失業率の計算の際には、ln U＝α＋βln V（U:雇用失業率、V:欠員率)として推計され

るUV曲線のβの値を中堅層（30～50歳台）の年齢別UV曲線の推計（「平成11年版労働白書」）を

もとに、年齢計及び各年齢階級ですべて一律にβ＝0.55という強い仮定をおいて求めた点、留意

する必要がある。 

３．欠員数は常用各年10月、雇用者数、失業者数は年平均。 

４．2001年以降の値については、2001年10月から、募集・採用における年齢制限の緩和の努力義務規

定が実施された点も影響している。 
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第 2-10 図 バラツキ指標（リリエン指標）の推移 
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資料出所 総務省統計局「労働力調査」 
  （注）１）雇用変化率の散らばり（リリエンの指標）は、以下の式による。 

指標＝√（Σ（Ｅit／Ｅt）（△ln Ｅit－△ln Ｅt)（△ln Ｅit－△ln Ｅt）） 
Ｅit：ｔ年のi産業の雇用者数  Et：ｔ年の全産業の雇用者数 
△Et＝ln Et－ln Et－1 

     ２）９区分は、「農林業」、「漁業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業、
運輸・通信業」、「卸売・小売業,飲食店、金融・保険業、不動産業」、「サービス業」、「公
務（他に分類されないもの）」 

     ３）11区分は、上記のうち、「電気・ガス・熱供給・水道業」と「運輸・通信業」、「卸売・小売業,
飲食店」と「金融・保険業,不動産業」に分けたもの。 

     ４）数値は上記指標を100倍したもの。 

 
第 2-11 図 ミスマッチ指標の推移 
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資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計」 
  （注）１）ミスマッチ指標の詳細は「平成14年版労働経済白書」を参考 
     ２）年齢は５歳階級（両端は19歳以下及び65歳以上）、職種は職業大分類、地域は都道府県 
     ３）年齢は常用有効（各年10月）、職種はパートタイムを除く常用新規（各年８月）、都道府県は有

効年平均。 
     ４）指標の区分によりミスマッチの大きさが異なること等から、各指標間の水準を相互に比較するこ

とはできない。  
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 さらに労働力調査のフローデータからも失業率上昇の背景を探ってみる（第 2-12 図）。
ミスマッチの拡大は、失業から就業への確率を低下させ、失業継続期間を長期化させる要因

であり、摩擦的失業の増加の背景にある意識の変化や就業形態の多様化等は失業頻度の上昇

要因となる。需要不足失業の増加は失業継続期間、失業頻度の両方の上昇要因となる。 

 失業継続期間は第１次石油危機後とバブル崩壊後に上昇している。このうち、失業から就

業へのフローは、第１次石油危機の直後に男性が大きく低下し、バブル崩壊後は男女とも

1990年代末頃まで低下、女性は失業から非労へのフローが長期的に低下している。失業頻度
は、バブル期以外は上昇傾向にある。また、1998年は失業頻度、失業継続期間とも大きく上
昇している。フローデータからも構造的・摩擦的失業、需要不足失業双方の上昇が示唆され

る（注 11）。 
  上述した指標等の動きからみても、このように、1990年代以降の完全失業率の上昇は、需
要不足失業、構造的・摩擦的失業の双方が影響していることが示唆される（注 11）。 
 

６．ＵＶ分析以外の構造的失業率の推計の手法について 

（NAIRU等による推計結果） 
 UV分析の他に NAIRU（Non-Accelerating Inflation Rate of Unemployment）が代表的
であるが、本稿では、ごく簡単に述べることとする（NAIRU の分析については、本報告書

の別章で詳しく述べているので、そちらを参照されたい。）。 

 NAIRU の推計は、期待修正フィリップス曲線（物価上昇率を期待物価上昇率（通常、過

去の物価上昇率で計算）と失業率で推計）から導出されるが、さらに供給ショック要因、構

造要因も加味して推計されることが多い。具体的には、賃金関数（賃金上昇率を失業率、期

待物価上昇率、労働生産性上昇率で説明）と物価関数（物価上昇率を単位労働コスト上昇率、

輸入物価上昇率、その他要因（経常利益率変化率等））の方程式を解いて NAIRU を求める
方法、フィリップス曲線（被説明変数が物価上昇率または賃金上昇率）から直接求める方法

などがあり、変化率あるいは対数階差による推計、説明変数のうち失業率を１期前等ラグを

とるかどうか、また、被説明変数のインフレ率等の１階階差をとる方法、２階階差をとる方

法などがある。説明変数のうち失業率を線形で推計するか非線形で推計するか、等の議論も

ある。また、最近は可変的な NAIRU（time-varying NAIRU）という推計も行われている。 
 NAIRU の推計結果は、推計方法、期待価格形成の定式化、供給ショック要因や構造要因

等の想定の置き方等に依存する点、留意する必要がある。また、NAIRU について信頼区間

が大きすぎる点が課題として指摘されている。 

 また、日本の場合、長期的にみて垂直なフィリップス曲線が成立するかどうか、適応的イ

ンフレ期待形成が成立するかどうかという点も議論がなされている。さらに、低インフレま

たはデフレーションの下にある日本の状況について、フィリップス曲線についての解釈（非

線形性（水平なフィリップス曲線、フィリップス曲線の傾きが緩やかになっている）かフィ 
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第 2-12 図 失業頻度と失業継続期間、失業からの流出率 
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②　失業継続期間
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③　男女別失業からの流出先別流出率の推移
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資料出所 総務省統計局「労働力調査」より試算 

  （注）１．失業頻度＝１か月の失業発生件数/労働力人口、失業継続期間＝失業状態の発生から終了までの

期間 

     ２．フローデータはストックベースの数値と合うように修正をしている。 
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リップス曲線のシフトかどうか）、デフレーションの労働市場への影響の検証が、NAIRU
や失業率変動をどう捉えるか、という上で、重要な課題といえよう。 

 最近の NAIRUの推計結果をみると（第 14表）、 
（１）賃金関数と物価関数から推計する方法 

① 経済企画庁「平成６年経済の回顧と展望」(1994年）では、NAIRUは 2％台前半（失業
率と賃金上昇率以外の変数を 1983年第１四半期～1994年第２四半期の平均値で計算する
と、2.29％、消費者物価上昇率（0～3％）と輸入物価上昇率の想定で 2.16～2.60％）、 

② 労働省「平成 11 年版労働白書」、関数の推計期間を 1980 年代（1972 年第１四半期～
1989年第４四半期）までのケースと 1990年代（1972年第１四半期～1998年第４四半期）
までのケースについて推計し、消費者物価上昇率 0％～1.5％の想定で、NAIRU が 1980
年代までのケースが 2.3～2.6％、1990年代までのケースが 2.6～3.0％と、NAIRUの上昇
を示唆。 

 ①、②とも失業率は非線形（賃金関数の説明変数に失業率の逆数を使用） 

（２）修正フィリップス曲線の推計による方法 

① Nishizaki(1997)・・推計は物価上昇率の変化差を失業率（または失業率の逆数）のラ
グ、物価上昇率（１期前）の変化差のラグ、その他の要因（１期前）（変数は女性労働力

比率、非製造業比率、男性高齢者労働力比率、求職効率性から選択）で推計（失業率に遅

れを伴うケース、失業率の１期前の逆数および失業率の１期前の変化率を変数とする場合

も推計）。変数の選択（失業率、その他の変数）により推計結果に相違（1／U の方が係

数が有意）。推計結果は統計的な正確性、安定性は不十分であるが、NAIRU の緩やかな

上昇を示唆、概ね 1976年第１四半期 2％弱、1986年第１四半期 2％半ば、1996年第１四
半期 2％後半という結果。 

② 北浦他(2002)、原田他(2002)・・物価上昇率を期待物価上昇、失業率の１期前の逆数、
（＋輸入物価上昇率）で推計（原田他(2002)は輸入物価上昇率を含めないケース）、原田
他(2002)では、全期間（1981年第１四半期～2000年第４四半期）で物価上昇率 2％に対
応する長期フィリップス曲線の構造的失業率 2.2％と試算し、消費者物価上昇率 0％で
3.6％、‐1％で 5％前半と、低インフレないしデフレ下で構造的失業率はかなり高まる結
果。 

 なお、失業率の変数を失業率、失業率の逆数、失業率－UV 分析の構造的失業率の３種類
でフィリップス曲線を計測し、適応的期待を前提とした物価上昇率の係数和が１となる

NAIRU 型のフィリップス曲線は確認できず、また、1990 年代に入り傾きが緩やかになり、
非線形性を指摘。 

（３）可変的 NAIRU（time-varying NAIRU）の推計（フィリップス曲線の推計） 
① OECD "Economic Outlook74"(2003)・・推計の方法は"Economic Outlook68"(2000)に
よるが、ベースの推計は Richardson 他(2000)のカルマンフィルター（及び HPMV フィ
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ルター）による推計（物価上昇率の変化差を物価上昇変化率のラグ、失業率と NAIRU の
ギャップ、失業率の変化差のラグ、一時的な供給ショック（輸入物価、原油価格）により

推計）、日本の NAIRU は、1982～1984 年平均 2.2％、1992～1994 年平均 2.5％、2002
年 3.9％、2003年予測 3.9％と上昇。 

② 新美(2003)・・線形モデルと非線形モデルについてカルマンフィルターによる推計（関
数の誘導系は、物価上昇率を期待物価上昇率と対数変換された NAIRU と失業率の差で推
計）。線形と非線形で NAIRUの数値に大きな差がみられるが（1990年代線形 NAIRUの
趨勢的上昇と現実失業率水準への接近（非線形 NAIRU は、失業率の上昇幅の半分以下の
上昇）、分析結果はフィリップス曲線の非線形という仮説と整合的。フィリップス曲線の

変曲点は物価上昇率が 2％～0％近傍にある可能性が高い。非線形モデルのフィルタリング
推定値（スムージング推定値）は、1975 年第１四半期～2002 年第４四半期平均 3.15％
(3.24％）、1980年代（1980年第１四半期～1989年第４四半期）平均 3.04％（2.97％）、
1990年代（1990年第１四半期～2002年第４四半期）3.18％（3.44％）と NAIRUはやや
上昇という結果。 

 
第 2-2 表 最近の主なＮＡＩＲＵの推計例 

 ＮＡＩＲＵの値 関数の失業率 関数の形式 

2.16～2.60％（注1) 「平成6年経済の回顧と課
題」(1994) 2.29％（平均）(注2) 

非線形 賃金関数と物価関数から推計 

2.3～2.6％（注3) 「平成11年版労働白書」
(1997) 2.6～3.0％（注4) 

非線形 賃金関数と物価関数から推計 

2％弱（1976年第１四半期） 

2％半ば（1986年第１四半期） Nishizaki(1997) 

2％後半（1996年第１四半期） 

非線形、線形 修正フィリップス曲線 

2.2%（注5) 

3.6％（注6) 北浦他(2002)、原田他(2002) 

5％台前半（注7) 

非線形 修正フィリップス曲線 

2.2％(1982～84年平均） 

2.5％(1992～94年平均） 

3.9％(2002年平均） 
Economic Outlook74(2003) 

3.9％(2003年予測） 

線形 
可変NAIRU 
（フィリップス曲線） 

3.15％(3.24％）（1975年第１四半期～
2002年第４四半期）（注８） 

3.04％(2.97％）（1980年第１四半期～
1989年第４四半期）（注８） 

新美(2003) 

3.18％(3.44％）（1990年第１四半期～
2002年第４四半期）（注８） 

非線形、線形 
（NAIRUの値は非
線形ケース） 

可変NAIRU 
（フィリップス曲線） 

（注１）説明変数のうち、消費者物価上昇率（0～3％）と輸入物価上昇率の想定による 

（注２）失業率と賃金上昇率以外の変数を1983年第１四半期～1994年第２四半期の平均値で計算 

（注３）消費者物価上昇率（0～1.5％）、1980年代までのケース（関数推計期間1972年第１四半期～1989年第４四半期） 

（注４）消費者物価上昇率（0～1.5％)、1990年代までのケース（関数推計期間1972年第１四半期～1998年第４四半期） 

（注５）全期間(1981年第１四半期～2000年第４四半期） 

（注６）消費者物価上昇率0％ 

（注７）消費者物価上昇率-1％ 

（注８）非線形モデルのフィルタリング推定値、（ ）はスムージング推定値 
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 なお、オークン法則による構造的失業率の推計も、前述した北浦他(2003)の他、黒坂(2002)
などの結果がある。北浦他(2003)は、失業率（または失業率の対数値）を、失業率（または
失業率の対数値）の１期前、GDPギャップ（または GDPギャップの対数値）、構造要因（＋
賃金要因）で推計し、2001年の構造的失業率が 2.63～3.43％（1991年は 2.38～2.73％）と
いう結果となった（四半期データでは妥当な結果が得られず）。黒坂(2002)では、1981～2000
年の失業率の変化差と実質 GDP成長率の関係から、1991年の失業率（2.09％）が非インフ
レ加速的失業率と推計している。 
 

（ＵＶ分析、NAIRU以外の手法） 
 最近は、UV分析や NAIRUによる分析とは異なり、太田(2002）、中田（黒田）(2002)、
中村(2003)のように、フローデータを用いた構造的・摩擦的失業の分析も行われてきている。
中村は暫定的ながら、高齢者層等再就職確率の低い失業グループの拡大が構造的失業の拡大

に結びついていることを示唆している。 

 また、玄田・近藤(2003a,b)は、既存のマクロ経済的手法について、UV分析は計測上の問
題点や理論的根拠の弱さがあり 1990年代後半以降上方に延びており、NAIRU等の分析はフ
ィリップス曲線はディスインフレ下で水平に近づいており、その解釈に留意が必要であり、

労働市場の構造に関し、従来と違う分析枠組みが求められるとし、完全失業者の「仕事につ

けない理由」に着目し、1990年代後半の失業率上昇の特徴は「希望する仕事がない」という
ミスマッチと需要不足の両面を持つ失業の上昇である点を指摘している。1990年代後半を需
要不足、構造変化に伴うミスマッチ等の拡大の双方が生じている状況と解すれば、本結果と

は整合的といえる。なお、「仕事につけない理由」は 1990 年代半ば以前は設問がなく、中
長期的な比較ができない、また、理由の背景・区分等の解釈も注意深くみる必要があろう。 

 

７．今後の課題 

 労働経済白書の推計は、推計上の課題があるものの、構造的・摩擦的失業率、需要不足失

業率の水準及びその変化について、ある程度の目安を示すものとして、有用な情報を提供し

ていると考えられる。1990年代以降の失業の上昇は両方の要因が影響していると考えられる
（注 12)。 
 現在は、デフレ下で、UV平面上では、左上方に位置する状況であり、UV分析、NAIRU
等のマクロ分析手法の課題が指摘されている。マクロ的な経済分析理論のさらなる整備と分

析手法の検討が必要である（特にデフレ下での労働市場分析）。また、安定的なベバレッジ・

カーブが描ける状態なのか、安定していないとすれば、その場合の UV 分析の手法として、
次善の策の手法は何か。また、UV分析、NAIRU、オークン法則、フロー分析、失業者の意
識行動も含め、各々の結果を相互比較検討し、整合的な分析を進めていくことが必要であろ

う。マッチング関数等の推計によるアプローチも考えられる。 
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 失業構造の分析について、UV 分析の背後にある労働市場のより詳細な実証分析が求めら
れる。労働力需要側だけなく、労働力供給側の変化、さらに、雇用に関する人々の期待も含

む就業意識の変化について、変化の背景、構造的要因か循環的要因かの識別がより重要とな

ってくる。また、失業へのマクロの経済ショックとミクロのショックの影響度の分析もより

重要となってくる（注 13)。失業の量及び質的側面双方についての詳細な実態把握（たとえ
ばミスマッチや長期失業の実態等）が必要である。また、雇用慣行（企業行動）、労働市場

政策の失業動向との関連性についてもさらなる検討が必要となろう。 

 こうした分析を進めるに当たり、データの整備が求められよう。特に、UV 分析の場合、
官民含めた労働市場全体の欠員状況を示す、労働力調査と整合的な求人統計の整備が課題で

ある。この点、アメリカでは、労働力供給統計と整合性を図った求人・労働移動調査を 2000
年より実施しており、注目に値しよう。また、構造的失業、摩擦的失業、需要不足失業の状

況をより適切に表す指標の開発も課題といえる（もっとも、現実の失業率は明確に区分はで

きないと考えられるが）。また、失業分析を行う際、企業、個人のパネルデータの整備も必

要といえよう。ミスマッチの実情の解明、労働市場の政策効果の検証も必要性が高い。 

 

（注１）CUSUMテスト、CUSUMQテストは、逐次推定（同じモデルで１期ずつデータ期
間を増やしながら、繰り返し最小二乗法推定を行い、毎期の推定値を得る方法）におけ

る逐次残差（最小二乗法で得られる、１期先の予測誤差）を用いて、構造変化の状況を

調べる手法。CUSUMテストは、残差の標準誤差で標準化した逐次残差であり、この値
のゼロからのシスティマテックな乖離は、回帰の特定化の誤りを示す。CUSUMQ 統計
量は、全期間での残差平方和で標準化した逐次残差平方和であり、モデルが正しければ、

特定の分布（ベータ分布）に従い、構造変化がみられれば、この分布の一定範囲内から

外れることになる。実際には、これらの統計量をプロットし、その形状を参考に、構造

変化の時期を検討した。 

（注２）系列相関への対応には最尤法がより一般的であるようである（都立大学中村二朗教

授の指摘）。 

（注３）UV曲線の推計について、以前、筆者が Uと V（ともに対数変換したもの）の時差
相関をとった際、当期の Vの相関係数が最も高かった。 

（注４）以前、筆者が UV 曲線の推計の際、97 年頃～99 年頃の期間は、CUSUM テスト、
CUSUMQ テストは一定範囲内に収まっていたが、UV 平面の左上方の位置で欠員率が
低い中で失業率が上昇し、期間も短く、安定した形状にあるとは判断しがたい、とした。 

（注５）都立大学中村二朗教授の指摘。なお、本稿の記述の誤りは全て筆者の責任である。 

（注６）欠員について、「労働力調査」が月末１週間(12 月は 20～26 日）の就業状態を調
べているので、翌月への繰越求人（翌月の有効求人－翌月の新規求人）を使うという考

えもある。この数字は（有効求人－就職件数）の７割程度である。経済白書は以前この
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欠員により UV分析を行っていた（平成３年度まで。平成５年度は未充足求人＝（翌月
への繰り越し求人＋（当月の有効求人－当月の就職件数））÷2（67Ⅰ～77Ⅳ、87Ⅱ～
90Ⅲの２期計測）。平成 10 年度以降は欠員率は労働白書と同じ（説明変数にシフト要
因）。）。 

（注７）北浦他(2002)では、事業所が充足された（充足をあきらめた）求人が登録されたま
まの可能性、求人開拓の積極化による事業所が必ずしも埋めなくてはならないと考えて

いない求人が計上されている可能性を指摘している。 

（注８）失業の履歴現象（一度失業率が高まるとその状態が続く）については出島(1999)等
の分析がある。 

（注９）GDPギャップは推計方法等による差も大きく、ここでは目安程度である。 
（注 10)リリエン指標は、坂田(2003等）でも分析がなされている。また、佐々木(2004)で

は、バブル崩壊後の 90 年代は年齢間階級間ミスマッチ（若年者層、中年者層、高年齢
者層）は 90 年代半ばから縮小傾向だが、その影響は UV 曲線を左下方にシフトさせる
ほど十分大くなく、また、推計結果は、平成 14 年版労働経済白書の年齢間ミスマッチ
指標と同様の結果となった、としている。 

（注 11）2002 年は失業頻度が大きく上昇し、失業継続期間が短くなっているが、この一因
として男女とも非労働力人口からの失業頻度、失業から非労働力人口への流出率が大き

く高まり、失業と非労働力人口とのフローが活溌になっていることがある。 

（注 12)他の UV 分析による推計でも 1990 年代に構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率
はともに上昇しているが、特に北浦他(2003)は他の推計に比べ構造的・摩擦的失業率の
上昇幅は小幅なものにとどまっている。 

（注 13)こうした分析について、藤田(1988）、坂田(2003)、蒲田・真木(2003)等の分析事
例もみられている。 
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第３章 UVカーブにおける一考察 
 

１．はじめに 

労働市場分析の文脈で出てくるミスマッチという言葉。端的に言えば、十分な労働需要が

あるにもかかわらず、失業が存在している状況をさしている。特に労働市場全体でみれば労

働の需給量がほぼ一致しているが、特定部門間、あるいは労働者の属性グループごとに見た

場合に超過需要の部門と超過供給の部門が同時に市場に存在している状況を強調することが

多い。つまり、ある部門では相対的に労働の需要量が多く人手不足が発生しているが、別の

部門では労働の供給量が多く失業が発生している状況である。 
このような失業は、企業が労働市場にいる労働者を同質とみなさないため、あるいは労働

者が市場に存在する仕事を同質とみなしていないために発生する。求人という失業の受け皿

が十分あるにも関わらず、企業が求人に求める資質、資格と求職者のそれが合わないため。

あるいは逆に求職者が求める労働条件と企業の提示している条件が即時的には合致しないた

めに、労使双方が望むべく相手を探し当てるまで失業が発生するのである。 
経済主体間に異質性が存在することにより、需給が即時的に調整されないことを経済学で

は摩擦という。労働者と企業とも皆均質であることが仮定されている教科書的な労働市場で

は失業は需給の不均衡の結果を表したものと捉えられる。一方でこの摩擦の概念を労働市場

の分析に組み込めば、労働市場が均衡状態にあるにも関わらず市場に失業が発生している状

況を描写できる。この均衡失業を説明する際に登場してくるのが、UV カーブと呼ばれる失
業と欠員の負の関係を示した曲線である。従来、UV カーブは単なる観測結果として捉えら
れていたが、1990年代以降、その理論的意味付けがなされるようになっている。以降、本稿
ではこの UVカーブについて、簡単な考察を行うことにする。 

 

２．UV カーブ、その直感的理解 

どんな不況期であっても必ず求人を行う企業は存在するし、逆に好景気の場合でも職を求

める失業者が市場には存在する。また、この求人と求職を一括して仲介するようなシステム

は、少なくとも自由主義経済の市場においては、存在しない。そのため労働市場では常に職

の欠員と職を求める失業とが同時に発生することになる。この欠員と失業の水準を産業や地

域といった部門ごとに見たとき、あるいは比較的長期にわたって同じ市場を時系列的に観測

したとき、欠員が多いときには失業率が低く逆に失業率が高い時には欠員が少ないといった

両者の間には負の関係があることが経験則上、知られている。そのため欠員率と失業率を座

標軸にとってそれらの関係を表せば右下がりの曲線が描かれる。この曲線あるいは関数関係

のことを労働経済学の用語では UVカーブ（ビバレッジカーブ）と呼んでいる。 
ではなぜ右下がりの曲線が描かれるのか、その仕組みを簡単に説明すると以下のようなこ

とになる。まず職に欠員が多く発生している状況というのは、相対的に労働需要が高くなっ
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ている労働力の売り手市場を意味している。ゆえに職を探しているものの多くは比較的早く

職に就くことができ、結果失業率も低くなる。逆に今、市場に存在する職が労働力でほぼ埋

まっている場合、つまり職の欠員率が低い場合は、労働市場は買い手市場となる。このとき

求職者の多くは職を見つけるのに時間がかかり、失業率も高位で推移することになる。逆に

失業率を基準に考えても、欠員と失業の負の関係を簡単に説明することができる。失業率が

高い場合はそれだけ労働供給がだぶついているということであるから、求人はすぐに埋まり

欠員率は低位で推移することが考えられる。一方、失業率が低いときは相対的に余剰の労働

人員が少ないため、企業は失業率が高いときほど簡単には新規に人を雇い入れることはでき

ない。よって低失業時には職の欠員はなかなか埋まらないことが予想される。 
この欠員と失業の関係を各国間の比較でみても景気循環に伴いまず欠員率が変動し、その

あとを失業率の水準が追いかける形で変化している。日本でも内閣府の景気動向指数におい

て新規求人数は先行系列、有効求人倍率は一致系列、完全失業率は遅行系列とされているよ

うに景気の循環に伴い、欠員率は失業率に先立って動いていることが確認されている。この

ため、欠員と失業の関係を時系列的に眺めると、各時点での欠員率と失業率の組み合わせは

UVカーブ上を時計周りに移動していることが観察されている。 

 

３．ジョブサーチモデル 

近年のマクロ経済学において UVカーブは、フロー・アプローチによって均衡失業率を導
出する際の副産物として登場する。フロー・アプローチとは労働需給の動学均衡に着目して

失業水準の変動を説明する接近法である。通常、フロー・アプローチにおいて UVカーブに
理論的な意味付けを与えるのは、企業と労働者がお互いマッチング相手を探索する過程を描

写したサーチモデルである。UV カーブが市場の均衡を表した関係であれば、その市場均衡
に基礎付けをあたえる労働者と企業の主体均衡はこのサーチモデルによって与えられている。

ここではサーチモデルの典型例である Mortensen と Pissarides によって展開されている一
連のモデルを簡単に紹介しておこう。 
ジョブサーチモデルに登場する経済主体は複数の労働者と企業群である。労働者と企業と

もモデルにおいて行動定式化のロジックはほぼ一緒なので、ここでは労働者のモデルを中心

に取り上げる。 
まずジョブサーチモデルでは、求人に関してその内容の異質性と情報の不完全性が仮定さ

れる。すなわち求人の条件は企業によって異なること、そして労働者は各企業が提示してい

る全ての求人情報を知らないことが仮定され、失業者が職を見つけるまでに時間がかかるこ

とが含意されている。このような完全市場モデルにはない市場の摩擦をモデルに取り込むこ

とで、失業が発生する仕組みをモデルを設けている。 
また単純なジョブサーチモデルでは、労働者が新しい職に移るためには失業期間を経るこ

とを条件としている。すなわち求職期間中は労働者は失業状態にある。そのため、以下では
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求職者と失業者は同義となる。 
さて、モデルでは失業者はランダムな期間の間隔で企業の提示した求人の情報に遭遇する。

この時、失業者のとりうる戦略はその遭遇した求人を受け入れるか、それともさらによりよ

い条件の職を求めて求職活動（失業）を続けるかというものである。いつまでも好条件の職

を求めて求職活動を続ければ金銭的、時間的に費用がかさむことになる。しかし一番最初に

遭遇した職にすぐに就くことも合理的な行動とはいえない。いつ求職活動を止めて職に就く

か、その最適戦略は失業者の資産最大化問題に帰着できる。すなわち、求職活動に伴ってか

さむ諸費用を考慮した上で、その職に就いた場合、そこから得られる効用が最大になる求人

を選択することが最適な戦略となる。例えばモデルを有限の離散時間の枠組で構築した場合、

当該期の求職行動（失業状態）の価値 Utは、次のベルマン方程式で表される。 

   (3.1)  

この定式化において、求職者は毎期πの確率で求人に遭遇し、その求人が提示する賃金は

分布関数 F(W) を持つ確率変数 W の実現値であらわされる。また求職者はこの分布関数

F(W) で表されている市場の賃金分布を知っていると仮定される。すなわち、求職者はいつ
の時点でもっとも条件のよい求人に遭遇できるかはわからないが、次に遭遇するであろう求

人が今期に遭遇した求人よりも条件がいいかどうか、その確率だけは知っているということ

になる。bの値は失業給付のような失業期間中に得られる所得、cの値は各期の求職活動費で
ある。また r は時間選好率を表し、ここでの求職者はリスク中立的である。最適戦略では来
期以降も求職活動を続けたときの価値 Ut+1と今期の求人を受け入れて職に就いたとき、そこ

から将来にわたって得られる効用の現在価値 Wt を比べ、Wt が Ut+1を上回ったときに求職

活動を止めることになる。ここでは有限期間を想定しているので、その最適戦略は式（3.1）
を後ろ向きに解くことによって求められる。 
さらにこのジョブサーチモデルを無限の連続時間に当てはめると、求職活動を続けること

の価値は 

   (3.2)  

と表される。λ—通常、ポワソン分布のパラメータが仮定される—は失業者が求人に遭遇す
る確率を示し、その逆数は失業者が次の求人に出会うまでにかかる時間の期待値となる。さ

らに式は次の資産価格方程式に変形することができる。 

   (3.3)  

このサーチモデルでは失業期間は労働者にとって金銭的、時間的費用をかけてよりよい職

をみつけるための一種の投資期間と捉えている。よって U は、このまま求職活動を続ける、
すなわち失業状態の継続を選択したことにより得られる資産価値とみなせる。そして rU は



－38－ 

失業状態の継続を選択したことにより得られるリターンとなる。式をみると失業を継続する

ことによるリターンは、(1)失業時の所得フローにあたる b-cと(2)期待キャピタルゲインにあ
たる の和で構成されている。出会った職を受け入れるということは、

求職を継続するという投資を行わないことを意味する。そのため就職することの価値は一種

のオプション価値として表される。 

   (3.4)  

この WRを超えた賃金の提示を受けたとき求職者はその職に就き、それ以下の賃金提示の

場合は求職活動を続ける。サーチモデルにおけるこのような求職者の意思決定行動は

Reservation Propertyと呼ばれる性質を備えていると言われる。 
企業がより良い人材を探すサーチ行動も求職者の場合と同様に定式化できる。企業が求人

を出すことの価値 Vは 

   (3.5)  

ここで Jは、求人欠員を埋めた場合に得られる価値である。その値は採用する労働者によ
って異なり F (J)の分布に従う。 
3.1 均衡失業 
上記のサーチモデルでは企業と労働者との間で一旦雇用関係が形成されたら、そのマッチ

ングは壊れることはないことを仮定していた。このように失業の発生を想定していないため、

上述のサーチモデルだけでは労働市場での失業量の変化を描写することはできない。サーチ

モデルで議論された働くかそれとも求職活動を行うか、労働者がそのどちらかの状態を選ぶ

というのは個人の主体均衡を表したものである。企業についても同様で、サーチモデルでは

求人枠を埋めるかそれとも採用活動を続けるかという主体レベルでの均衡が示されたに過ぎ

ない。サーチモデルの主体均衡をもとに労働市場での市場均衡－均衡失業－の議論に展開す

る際に用いられるロジックは、その職と労働者のマッチングから利益が得られなくなるなど

マッチングを廃棄させる何らかのショックをモデルに導入する。すなわち失業とは財市場で

発生した何らかの生産性ショック—例えば技術進歩—に伴い派生需要である労働力が部門間
で再配分される過程と市場均衡モデルでは捉えられている。それでは均衡失業について

Pissarides(1990)のモデルを例にとりながら紹介しよう。 
新規の雇用は労働市場に参加している企業と労働者の双方のサーチの結果、マッチングが

成立した場合に創出される。そのため、求職と求人活動をそれぞれ行う企業と労働者のうち、

どれだけのマッチングが成立するかのメカニズムをモデルの上では定義しなければならない。

通常、このメカニズムはマッチング関数とよばれる失業者数 Ueと欠員数 Vcの関数によって
表される。このマッチング関数は実証経済学の文献では 
  (3.6)  
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の二次形式で表されることが多い。Mはマッチングが成立した数、すなわち新規の雇用創出
数である。ここではこのマッチング関数に単調増加、原点に関して凸、そして一次同次の仮

定を置く。両辺を労働者数で割って、以後雇用創出率 mと失業率 u、欠員率 vとの関係に直
して扱う。欠員と失業の比率 uυθ /= で労働市場の緩慢の度合を示せば、関数に一次同次を

仮定していたことにより、マッチング関数は 
 uθMθm )1 ,(=)(  (3.7)  
と書き直すことができる。さらに θを用れば、欠員が充足される確率は υθmθq /)(=)( 、失業

者が職を見つける確率は θq(θ)とそれぞれ表すことができる。また、職が充足されるまでの
期間は 1/q(θ)、求職者が職を見つけるまでの期間は 1/θq(θ) と各々の確率の逆数で表される。
一方の雇用の喪失率に関しては、何らかのショックにより外生的に一定の確率δで職が廃業

されると仮定する。 
よって定義上、失業率のフロー u&は 

 uθqθuδθu )()1(=)( －－&  (3.8)  

と雇用喪失率と雇用創出率にそれぞれ就業率と失業者率のウェイトをかけたものの差で表す

ことができる。 
さて動学モデルの枠組みにおいて、通常、考察の対象となる均衡失業率は定常状態での安

定した均衡水準である。失業率が定常状態にあるのは、定義上、 0=u& となるとき、すなわち

失業プールからの流出を表す雇用創出の大きさと失業プールへの流入を表す雇用喪失の大き

さが一致する点である。労働市場の緩慢度 θとδが与えられれば定常状態にある失業率は 

  (3.9)  

と一意に表される。 uυθ /= であるから、式（3.9）を欠員率 vと失業率 uの 2つの空間に着
目したとき、そこには右下がりの曲線が描かれる。この欠員と失業の負の関係を示したのが 

 

 

図 3.1：UV カーブ 
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UVカーブである（図 3.1）。 
この定常状態での労働需給の均衡はどのようにして求まるのだろうか。手順としては、上

記のサーチモデルと同様に、職の充足状態、欠員状態、雇用されている状態、失業状態の割

引生涯効用の期待値を動的計画法によって求めることから始める。それらの関係をもとに、

均衡時の失業水準に関しては労働者にとって働いていることの価値と失業していることの価

値が無差別になる点で達成される。同様に均衡時の欠員水準に関しては企業が新規採用を行

うことと行わないことの価値が無差別になる点で達成される。 
さて企業のとりうる行動は職を充足させるか、それともよりよい労働者をさらに求めて職

を欠員のままにしておくかの二者択一である。企業が職を充足した場合に得られる割引利潤

の期待値 rJは、任意の賃金率 wを用い次の式で表すことができる。 
   (3.10)  
pはその雇用関係から生み出される生産物の価値である。配当フローに当たる p−wと職が喪
失されることに伴うキャピタルロスδJ の和として表される。一方職を欠員状態のままにし
ておけば、欠員は確率 q(θ)で埋まるため、企業は 
  (3.11)  
の収益を期待できる。ここで c は採用活動に伴う固定費用である。均衡状態では欠員から得
られる利潤がゼロとなり、企業が新たに求人を出すインセンティブがなくなるはずである。

すなわち均衡では自由参入条件 V=0が成立している必要がある。ゆえに式より均衡状態では 

  (3.12)  

が成り立つ。式は企業が新規に求人募集を行おうとする際に満たしておくべき条件であるた

め、通常、雇用創出条件と呼ばれる。1/q(θ) は欠員が充足される平均期間であることから、
雇用創出条件下では欠員を埋めることから得られる期待価値と欠員のままにしておくコスト

が等価となることが示されている。さらに式を（3.10）式に代入すれば、この雇用創出条件
は、 

    (3.13)  

とθと wで表される労働需要の限界条件に書き直すことができる。企業が労働需要をするの
は採用コストが時間選好率と雇用喪失率の和で割り引いた収入フローとが一致したときとな

る。次に労働者の行動の定式化は以下のようになる。まず Pissarides(1990)のモデルでは次
の諸仮定が置かれる。(1)労働力の大きさは一定である。(2)労働者は常に就業か失業かのいず
れかの状態にある。企業の場合と同様、それぞれの状態（就業と失業）から得られる期待価

値を動的計画法によってそれぞれ求める。就業状態から得られるフローの価値は、 
  (3.14)  
失業状態から得られるフロー価値は 
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  (3.15)  
とそれぞれ表すことができる。労働者は就業すれば賃金 wを受け取ることができ、失業中の
場合は失業給付などの給付金額 bを受け取ることができる。 
モデルを完結させるためには企業と労働者の行動の記述だけでなく、労使双方による賃金

決定のメカニズムも必要になる。労使個別の主体均衡を考えた場合、労働者にとってその職

の賃金は留保賃金を上回っている必要があり、企業にとっては新たに人を採用するコストに

見合うだけ低い必要がある。ただ市場の摩擦を考慮したこのモデルでは完全市場モデルとは

異なり、企業も労働者もすぐには代わりとなる相手を見つけることができない。そのため、

賃金は市場で統一的に決まるのではなく、労働者と企業の 1対 1の交渉によって決定される。
このとき、雇用のマッチングが成立するためには、労使双方の厚生がお互いが出会わなかっ

た場合より高まる必要がある。Pissarides(1990)では、そのようなお互いの厚生が高まる賃
金決定をナッシュ交渉ゲームを解くことによって求めている。労働者が雇用から得られる余

剰を E − U、一方企業が雇用から得られる余剰は J − Vとすれば、雇用のマッチングから得
られる企業と労働者の総余剰は 
  (3.16)  
となる。求めるべき賃金のナッシュ交渉解は、 を最大にするようなW
として得られる。モデルでは労働者の交渉力はβであり、企業の交渉力は 1−βで表されてい
る。また失業状態の価値 U、職を欠員状態のままにしておくことの価値 Vがナッシュ交渉ア
プローチでいうところの労使それぞれにおける威嚇点となる。上記式のWに関する最大化問
題を解けば 
 E －U ＝β(E ＋J －U －V ). (3.17)  
の関係が得られる。このようにナッシュ交渉アプローチのもとでは労働者の得られる余剰は

総余剰のβ倍となるよう賃金が決定されていることが分かる。 
自由参入条件 V＝0を制約としておけば均衡での賃金方程式、 

  (3.18)  
が得られる。さらに式（3.18）の wを変数θとの関係に書き直すと 

  (3.19)  
が得られる。 
さて賃金方程式（3.19）から、賃金 wと労働需給を表すθの関係が得られたことによりモ

デルは完結し均衡失業率（失業の新規発生と失業からの離脱が一致している状態の失業率）

を定めることができる。まず雇用創出条件（3.13）と賃金方程式（3.19）より労働市場緩慢
度θ∗ と賃金 w∗ が一意に定まる（図 3.2）。 uυθ /= であるから、図 3.2 は摩擦を考慮した–
欠員と失業の同時発生を認めた–際の労働需給と賃金の関係を示している。 
さらに、θ∗ のもとでの雇用創出条件と UVカーブの関係から、定常状態での（ υu  , ）が一

意に定まる。ここでθ∗ は失業率 u とは独立の関係にある。この交点で達成される失業率が
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フローアプローチにおいて均衡失業率（失業の新規発生と失業からの離脱が一致している状

態の失業率）と呼ばれる点となる。 

 

 
図 3.2：市場の緩慢度θと賃金の関係 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3：UV カーブ 

 
 

４．Jackmanetal.(1990)によるミスマッチの定義（参考） 

Jackman et al.(1990)はミスマッチを、各部門の失業率と欠員の組合せによって構成され
るUVカーブと集計化したマクロの失業率の乖離によって表している。Jackman et al.(1990)
で説明されている部門間ミスマッチの説明は以下のようなものである。マッチング関数はコ

ブダグラス型を想定し、部門 iの新規雇用者数 Hiは、 
  (3.20) 
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なる関数で表される。ここでパラメータαは新規の雇用量が決定される際に失業と欠員のど

ちらが相対的に重要な役割を果たすかを規定している。またこのパラメータはすべての部門

で共通とされている。雇用者数を Ni、離職者数を Siとしたとき離職率は Si = sNiの sで表さ
れる。新規に雇用される人数と離職者数が一致する定常状態 Hi = sNiのとき、式は 
  (3.21)  
の形で表される UVカーブへと変形できる。このとき離職率 sが各部門で共通であると仮定
すれば、各部門の失業率、欠員率はひとつの曲線上、すなわち図 3.4で示される UV カーブ
上に位置することになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.4：均衡時の欠員率と失業率 

 
ここで部門 1の失業率と欠員率が図の P1で部門 2のそれらが P2で表されるものとする。

P1は失業率が高く欠員率が低い相対的に人余りの状態にあり、逆に P2は失業率が低く欠員
率が高い人手不足の状態にある。両部門の雇用者数を同じとすれば、マクロの失業率は図の

Pで表されることとなる。このとき P1を北西方向に、P2を南東に曲線上を動かすことによ
ってマクロの失業率を減少させることができる。この操作は部門 2 の労働需要を部門 1 に、
部門 1の労働供給を部門 2に振り分けていることに等しい。このときマクロの失業率を減少
させるためにマクロの欠員率を増加させる必要は必ずしもない。すなわちマクロの労働需要

量を変化させずに部門間の労働力を再配分することによって失業率を減少させることができ

る。このことは部門間の労働需給を調整してミスマッチを解消していることに他ならない。

この部門間の労働需給を調整することによって達成できる最小失業率と実際の失業率の差異

がミスマッチによるものと考えられる。 
このミスマッチは代数的に定義すれば次のようになる。まず部門間のマッチング関数

（3.21）を 
   (3.22) 
の形に変形する。このとき部門間の雇用量で重みをつけた過重平均値の合計はマクロの失業
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率 uと欠員率 vを用いて 

  (3.23)  

のように表すことができる。ここで fi = Ni/Nである。欠員率を所与とすれば、ミスマッチの
指標 mmは 
  (3.24)  
となる。さらに式（1.24）は近似式として 

  (3.25)  

と表される。 

 

５．UV カーブの導出 

5.1 地域パネルデータの使用 
北原他(2002)では、一連の『労働経済白書』による構造的・摩擦的失業率の推計値が過大

評価されていると指摘している。このことは UVカーブの欠員率の係数を過大評価している
と述べていることと等価である。果たして『労働経済白書』の推計値は過大評価されている

のだろうか。本稿ではパネルデータを用いて UVカーブを導出し、その推計結果を『労働経
済白書』の推計と比較検討してみる。使用するデータの詳細などは後述するが、パネルの単

位は地域ブロックを基準にする。地域ブロックは総務省が「労働力調査」において地域別失

業率を公表している、北海道、東北、北関東甲信越、南関東、北陸、東海、近畿、中国、四

国、九州の全国 10ブロックである。 
さて、UV カーブを推計する際に、パネルデータを用いる利点はいくつかある。その中で

パネルデータの使用による最大の利点は、時点ダミーの導入という比較的単純な方法により

UV カーブのシフトを把握できることにある。UV カーブのシフトは技術革新などにより産
業間で労働力が再配分される必要性が生じたとき、あるいは労働市場において制度面での変

化が起こったときに発生する。それゆえ、UV カーブ自体のシフトと景気循環に伴う UV カ
ーブ上に沿って動く失業率 uと欠員率 vのシフトとは厳密に区別されるべきものである。曲
線のシフトを考慮に入れず UVカーブを推計することは、景気後退期に UVカーブが外側に
シフトしている場合は曲線の傾きを絶対値で過大に、内側にシフトしている場合は過小に評

価していることになる。同様に景気拡張期は逆の推計結果が得られる。 
これまでに時系列データを用いた分析でも、UV カーブのシフトに対し何らかの対処法が

施されてはきた。しかしながら、それは曲線のシフトに対し特定のタイムトレンドを仮定し

ていたり、代理指標の動きによってシフトの影響を制御しようとした限定的なものである。

前者はカーブのシフトに対し前もって大きな制約を課しているに等しい。後者の方法もすべ

てのシフト要因を先見的に把握しなければならない。それは当然困難なことであるし、単一
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の方程式に多くの変数を追加することは、方程式内のある要因が他の要因に影響を与える内

生性バイアスの問題を引き起こすことになる。また『労働経済白書』のように期間を区切っ

て推計することは、5 年ないし 7 年といったその連続した期間、曲線のシフトが全く発生し
ていないと仮定していることになる。 
またパネルデータのデータ数は調査対象 N、期間 Tの積 NTだけあるので、調査対象数 N

が一定数以上そろえば 3、4 年分のデータだけでもパラメータの推定は可能である。そのた
め、一般的に言って時系列データよりも推計期間を短くすることができる。特に構造変換が

頻繁にしかも劇的に起こっている時期には、推計する数ヵ年の間、UV カーブの形状が変化
しないと仮定しなければならない時系列分析は大きな制約を負うことになる。 
逆にパネルデータの使用による制約も少なからず存在する。まず各地域ブロックで UVカ

ーブの傾きが同一であることを仮定しなければならない。後述するように本稿ではマッチン

グ関数を背後に想定して、UV カーブを導出する。つまりパネルデータを使用する際には、
このマッチング関数の失業と欠員のパラメーターがすべての地域で同一であることを仮定し

なければならない。より分かりやすく言えば、他の地域に比べてある地域では失業が欠員に

対して高いといった地域間の差異は推計を行う上で除外できる。しかし、所与の欠員と失業

のもと、そのうちどれだけの割合の求職者が仕事を見つけることができるかということはす

べての地域で同一となる。また離職率に関しても、すべての地域で離職率が一定であるとい

う強い仮定を課さなければならない。 
また、失業率 uと欠員率 vの値はあくまで率である。この場合、労働力人口や企業数が小

規模な地域でも曲線の形状やシフトに与える影響力は大規模地域のそれと同じである。つま

り、労働力が小規模である地域の失業、欠員変動の影響を UVカーブが大きく受ける可能性
がある。推計に際して人口規模によるウェイト付けは行えないため、導出された UVカーブ
が日本全体の平均的な姿を描写していない危険性がある。 
5.2 推計式 

(3.26)式で示される Cobb-Douglas型のマッチング関数を背後に想定し、UVカーブを導出
する。 
  (3.26) 

Mはマッチングした人数を、Uは失業者数、Vは欠員数を示す。また、添字 i(1,2...,10)は
地域ブロックをあらわしている。期間 t はデータが使用可能な 1983 年から 2000 年までと、
直近の 5 年間である 1995 年から 2000 年までの 2 つの期間に分けて推計する。もう一つの
推計を直近の 5 年間に限定したのは、対象地域が 10 地域しかないため、推計法によっては
これ以上期間を長くすると、自由度の制約から方程式の解が得られないためである。マッチ

ング関数、あるいは UVカーブを推計したいくつかの論文では数期前の欠員率を採用してい
る。これは欠員の先行性、失業の遅行性を考慮しているためである。ただし、本稿の推計で

は年次データを用いるため、同期の失業と欠員のデータを推計に用いる。 
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さて、式（3.26）のマッチング関数からの UVカーブの導出であるが、まず求職者と職の
新規組み合わせの Mが時間によらず一定となる定常状態にあることを仮定する。そして、式
(3.26)は一次同次を仮定していることから、失業者数、欠員数をそれぞれ失業率 uit、欠員率

vitに直して以下の(3.27)を UVカーブとして推計することにする。 
  (3.28)  
ここでµiは地域ブロック iに固有の効果を、νは誤差項を示す。また Dは年次ダミーであ

り、この値の増減で UVカーブのシフトを捕捉する。さらにここでは地域ブロック固有の効
果µiを考慮しているため、傾きは同一だが切片の異なる 10 個の UV カーブが導出されるこ
とになる。式（3.27）のβの値は失業の欠員に対する弾力性を示している。欠員が 1％増加
したときの失業の増減割合を示す。通常βは負の値をとるため、この値が大きいほど欠員の

増加が失業の減少には貢献しないことを意味する。労働市場が買い手市場である、βの値が

大きいほど企業が求める人材と失業している労働者の資質とが乖離している傾向が高いこと

になる。また式(3.26)で表されるマッチング関数とβの関係は、γ=1/(1−β)となる。γの値
が大きければ、つまりβの値が大きいほど新たな雇用のマッチングを増加させるには失業者

の増加が必要になる。この事象を現実に則して考えれば、失業率が高いほど多くの仕事と労

働者がマッチングすると解釈するより雇用のマッチングを増やすためには多種多様な求職者

の増加が必要であると考えるべきだろう。企業が求職者の質のばらつきが大きいと感じてい

るため、一つの新たな求人に対してその求人を埋めるために多くの応募者が必要な状況であ

る。 
使用したデータとその定義については、『労働経済白書』による一連の UV 曲線の導出と

ほぼ同様のものを用いた。まず失業率と欠員率の定義は下記の雇用者に限定したものである。 
失業率＝失業者数/(雇用者数+失業者数)  
欠員率＝(有効求人数－就職件数)/(雇用者数+有効求人数+就職件数)  
使用するデータはそれぞれ失業者数、雇用者数は総務省統計局「労働力調査」、有効求人数、

就職件数は厚生労働省「職業業務安定統計」である。欠員率を『職業安定業務統計』の月間

有効求人数から算出している。 
しかしながら、職業安定所は失業率が高く雇用情勢が厳しい時に求人開拓を積極的に行う

ことが知られている。こうしたことから「職業安定業務統計」のデータは、景気低迷期に労

働需要全体の落ち込みと比べて、求人数は過大となっている可能性がある。 
  (3.28)  
で表される関係が認められるならば、式(3.27)式を OLSによって推計したβには正の方向へ
のバイアスが発生する。そこで、このバイアスの影響を把握、そして軽減させるため、(3.27)
式を操作変数法(IV)を用いた推計も行う。用いた操作変数は 1 期前の欠員率である。またバ
イアスを軽減させるための代替的手法として、期間を 1995年から 2000年にとった推計に関
しては一般化モーメント法(GMM)の適用も試みた。期間を 5年間に限定したのは、地域ブロ
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ックが 10 地域しか存在しないため、自由度の関係から階差方程式数を制限する必要があっ
たためである。GMM を使用した推計は以下の手順に従った。(3.27)式から当該期と前期と
の階差をとった 
  (3.29)  
から得られる誤差項νの階差に操作変数との無相関を想定する。用いる操作変数は、

vi1993,...,vit−2, vit−1のラグ付き欠員率である。すなわち、E [∆νit, υis] = 0の積率制約を課して推
計を行う。ここで∆は差分演算子で、∆uit = uit − uit−1である。さらに、GMMによる推計に関
しては欠員 1 期前ラグの無相関だけではなく、δnuit と t-1 期以前の欠員との無相関を想定
した弱外生性の制約、そして当期以外の欠員数との無相関を想定した強外生性の制約を置い

た推計も参考までに行なっている。 
5.3 推計結果 
表 3.1は 1983年から 2000年までを期間にとった UVカーブの推計結果である。操作変数

法を用いた推計結果は、同様の定式化を行って通常の最小二乗法を適用した推計結果（表 3.1
の OLS[4]）よりも欠員率の傾きが小さくなっている。「職業安定業務統計」のデータから欠
員率を作成した場合、先に述べたような失業率の上昇に伴い欠員率が増加するという予測と

整合的な結果である。また推計に際して年次ダミーを使用していない表 3.1の OLS[3]と年次
ダミーを使用した表 3.1 の OLS[4]を比較すれば、OLS[4]の係数の方が大きくなっている。
すなわち、曲線のシフトを無視した推計は欠員率の係数を大幅に過小評価していることが分

かる。 

 
表 3.1：UV カーブの推計 推計期間 1983-2000 年;  

         被説明変数 雇用失業率(対数値).  

変数 OLS[1] OLS[2] OLS[3] OLS[4] IV 
定数項 1.783 1.633 - - - 

 (0.052) (0.088) - - - 

欠員率 -0.676 -0.476 -0.841 -0.627 -0.733 
 (0.063) (0.077) (0.047) (0.051) (0.064) 

地域ブロック効果 - - fixed fixed fixed 
年次ダミー - あり - あり あり 

R2(adj) 0.388 0.521 0.800 0.950 0.950 
DW 0.157 0.089 0.590 0.955 2.194 

 
期間が 1995年から 2000年の推計も欠員率の係数に生じるバイアスに関しては 1983年か

ら 2000 年まで期間をとった推計と同様の含意が得られている。すなわち、失業率と欠員率
の内生性の問題を無視した場合は係数を過大に、曲線のシフトの影響を無視した場合は係数

を過小に評価している。特に 1995年から 2000年にかけては、多くの地域ブロックにおいて
欠員に対し相対的に失業が高かった時期であり、かつ曲線が常に外側へシフトしていた期間
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であったため、表 3.2における OLS[3]の欠員率の係数は OLS[4]の係数より過度に小さな値
をとっている。表 3.3を用いた推計結果も、操作変数法（表 3.2の IV)によって得られた係数
よりは小さいもののどの諸仮定でも欠員率の係数は概ね-0.4前後に落ち着いており、欠員と
失業の内生性を考慮していない表 3.2 の OLS[4]には過小バイアスがかかっていることを改
めて示唆している。ただ GMMにせよ各種検定の値は有意な値とはなっていない。景気循環
における欠員の先行性、失業の遅行性を考えれば 1年という期間の前後であればその欠員率
と∆νitの間に依然として相関が残されていることが伺える。つまり完全にはバイアスは除去

しきれていない。 

 
表 3.2：UV カーブの推計 推計期間 1995-2000 年; 

         被説明変数 雇用失業率(対数値).  

変数 OLS[1] OLS[2] OLS[3] OLS[4] IV 
定数項 1.752 1.441 - - - 

 (0.071) (0.008) - - - 

欠員率 -0.474 -0.302 -0.996 -0.227 -0.339 
 (0.112) (0.098) (0.147) (0.010) (0.144) 

地域ブロック効果 - - fixed fixed fixed 
年次ダミー - あり - あり あり 

R2 (adj) 0.235 0.534 0.676 0.970 0.977 
DW 0.246 0.114 1.045 2.200 1.587 

 
以上、推計期間に関わらず曲線のシフトを無視することは欠員の係数を過小に、欠員と失

業との内生性の問題は係数を過大に評価することが分かったが、推計期間による差異は何か

の含意を持っているだろうか。推計期間を 1995年から 2000年までの 5年間に限った推計は
1983年から 2000年までの推計と比べて欠員率の係数は絶対値でみてかなり小さくなってい
る。これは、1990年代後半に失業と欠員のマッチングのフレームワークに構造変換があった
ことを物語っている。特に 1995年から 2000年は失業率が急激に上昇した時期である。その
ため、欠員率の係数の絶対値での減少は、マッチング関数の枠組みで考えると欠員に対して

失業が相対的に過剰になったことを反映していると。つまり 1990年代後半と 1980年代で欠
員の数と実現される雇用のマッチ数を同一とすれば、1990年代後半はより多くの失業者が必
要になったことを意味している。その意味ではミスマッチが起こる率が増大したといえよう。

また 1990年代後半はどの推計においても、毎年年次ダミーの値が増大している。UVカーブ
の一貫した外側へのシフトである。これは求人と求職、つまり労働需要と労働供給がともに

増大しても、そこに新たな雇用が生まれる確率が減ったことを意味している。あるいは労働

市場の欠員とマッチングの数量は一定で推移しているにも関わらず、結果的に失業だけが増

大してきたとも解釈できる。産業構造の変化—例えば衰退産業からの失業と成長産業からの
求人がともに増加—といった労働市場を取り巻く構造面や制度面での何らかの変化が、この
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時期絶えず起こり続けており、その変化が需給のミスマッチを拡大させる方向へ働きかけて

いたことが伺える。 
では、本稿の推計から『労働経済白書』の UVカーブの推計について何がいえるだろうか。

まず最初に述べておくが、本稿では UVカーブを用いて、現実の失業を構造的失業、摩擦的
失業、需要不足失業には分解しない。そもそも失業がこの 3要素に分けることはかなり恣意
的な作業である。労働需要の低下は、企業の求人活動と失業者の求職活動のコミットの度合 

 
表 3.3：GMM による UV カーブの推計 推計期間 1995-2000 年; 

         説明変数 雇用失業率(対数値).  

変数 GMM1期前ラグ GMM弱外生 GMM強外生 
欠員率 -0.376(0.537) -0.397 (0.044) -0.410 (0.036) 

年次ダミー    
1996 0.120 (0.020)  0.122 (0.019)  0.123 (0.019)  
1997 0.135 (0.012)  0.137 (0.012)  0.139 (0.011)  
1998 0.246 (0.026)  0.244 (0.026)  0.244 (0.026)  
1999 0.333 (0.020)  0.328 (0.019)  0.327 (0.018)  
2000 0.406 (0.021)  0.405 (0.021)  0.406 (0.021)  

 過剰識別条件   
χ2統計量 17.163 21.0503 38.213 

[ ] 内は p値 [0.248] [0.334] [0.284] 
 外生性の検定   

χ2検定  3.887 17.163 

 

に影響を与えるであろうし、また求人の条件にも影響を与えるであろう。すなわち、労働需

要の変動は、構造的失業、摩擦的失業の双方にも影響を与える要因である。そのため失業を

この部分は構造的なもの、あるいは需要不足によるものといったように明確に分けることは

不可能である。よって本稿では、白書での UVカーブにおける欠員係数の妥当性のみを検証
する。 
『平成 15年度労働経済白書』では、1990年の第 I四半期から 1993年の第 IV四半期を推

計期間としてとった UV カーブの欠員率の係数は-0.410 である。これは 1995 年から 2000
年までを推計期間とした本稿の推計とほぼ同じ値である。欠員の係数を-0.4とすれば、マッ
チング関数における失業の弾力性は 0.7 となりこれは各国のマッチング関数と比較しても妥
当な値の範囲である。UV カーブをマッチング関数の枠組みから解釈すれば、白書のパラメ
ーターの推計値は極端に過大な値とはいえない。また白書の推計でも 1990年代前半は 1980
年代に比べて欠員の係数の値が大きくなっている。新たな求人枠を埋めるには多くの求職者

が必要であるという観点からは、白書の推計も 1990 年代に入りミスマッチが増大したこと
を物語っている。ただ、白書と本稿では推計期間と推計方法が大きく異なるため、パラメー

ターの一致自体にはあまり大きな意味はない。むしろ白書の推計に対する本稿からの含意は、
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以下のことである。UVカーブのシフトを考慮していない白書の推計は 1990年代の景気低迷
期においては欠員の係数を過小に評価している可能性がある。これは北浦他の指摘とは逆の

結論である。しかしながら、失業率が高まり厳しい雇用情勢の中で、「職業安定業務統計」の

欠員率が過大となっている可能性があるという従来指摘されてきた事実は、欠員率の係数を

過大に評価させるバイアスを持つ。「職業安定統計」の欠員率を用いて推計している白書の推

計もその分は割り引いて評価すべきである。ただ本稿の推計では曲線のシフトを無視したこ

とによるバイアスが相対的に大きかったことから、両バイアスを除去した場合は、白書の係

数の推計値は若干大きくなると考えられる。 
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